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序     文 
 

日本国政府は、ドミニカ共和国政府の要請に基づき、ドミニカ共和国貿易投資促進センター

（CEI-RD）における貿易投資促進人材育成センター強化プロジェクトを実施することを決定し、

独立行政法人国際協力機構がこのプロジェクトを実施することとなりました。 

当機構は2007年9月2日から9月15日にわたり、経済開発部第一グループ貿易・投資・観光チー

ム長、木下康光を団長とし、調査団を現地に派遣しました。 

調査団は、本件の背景や現状を確認するとともにドミニカ共和国政府の意向を確認し、関係者

との協議結果を踏まえ、その結果をM/Mにて署名しました。 

この報告書が本プロジェクトの円滑な実施に寄与するとともに、両国の友好、親善の一層の発

展に役立つことを願うものです。 

終わりに、調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 
 
平成19年9月 

 

独立行政法人国際協力機構 

経済開発部長 佐々木 弘世 
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第１章 調査の概要 
 

１．調査の目的 

（1）調査実施の背景 

ドミニカ共和国（以下、「ドミニカ」と記す）では「国家競争力向上計画」の下、輸出文

化（輸出マインド）と外国直接投資（外国企業誘致）の振興を通じて競争力の向上と発展を

めざしている。係る状況下、貿易・投資分野の人材育成を目的として、ドミニカ貿易投資促

進センター（CEI-RD）の一部として日本の無償資金協力により、貿易投資促進人材育成セン
ター（以下、「新センター」と記す）を建設中である。本件事前調査は、新センターが有する

計画である機能、すなわち研修、技術支援・情報提供、展示・イベントの業務の実施能力向

上を目的として採択された技術協力プロジェクトに関して、協力実施にあたって必要な情報

の収集及びプロジェクトの内容について検討を行うことを目的として実施された。 
 
（2）調査の目的 
1）ドミニカの貿易・投資振興戦略の全体像について把握する。 
2）CEI-RDの組織体制、機能の現状を調査するとともに、組織の将来構想について確認する。 
3）他の貿易・投資振興/人材育成機関の機能と現状を調査する。 
4）技術協力プロジェクトの内容について検討を行う。 

 
２．団員構成 

氏 名 分 野 所 属 

木下 康光 団長/総括 独立行政法人国際協力機構 経済開発部 第一グループ 貿易・
投資・観光チーム長 

若林 寛之 貿易研修/ 
輸出投資振興 

財団法人 国際貿易投資研究所 専務理事 

十津川 淳 評価分析 佐野総合企画株式会社 主任研究員 
武尾 昭秀 協力計画 独立行政法人国際協力機構 経済開発部 第一グループ 貿易・

投資・観光チーム 
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３．調査日程 
ドミニカ共和国貿易投資促進人材育成センター強化プロジェクト事前調査　調査団　日程表

日数 月　日 予　　　　定 内　　　　容

1
8月19日

（日）
＜コンサルタント＞　移動；成田→ニューヨーク JL008 19:35日本発　19：05ニューヨーク着

2
20日
（月）

移動；ニューヨーク→サントドミンゴ AA635 12：00ニューヨーク発　15:45サントドミンゴ着

3
21日
（火）

JICA事務所訪問、CEI-RD訪問

～ ～

13
31日
(金)

14
9月1日

(土)
資料整理

15
　2日
(日)

資料整理

＜官団員＞　移動；成田→ニューヨーク JL006 12:00日本発 11:30ニューヨーク着

16
3日
(月)

＜コンサルタント＞情報収集、聞き取り調査

＜官団員＞移動；ニューヨーク→サントドミンゴ AA635 12：00ニューヨーク発　15:45サントドミンゴ着

17
　4日
（火)

JICA事務所訪問 調査内容についての打合せ

大使館表敬 調査内容についての打合せ

CEI-RD 長官表敬、調査方針の説明、調査スケジュールの確認、ＳＶからの聞き取り

18
　5日
（水）

経済企画開発庁（SEEPyD）、CEI-RD、現地企業訪問 経済企画開発庁表敬訪問、情報収集、聞き取り調査

19
　6日
(木）

CEI-RD PCMワークショップ

20 　7日(金) CEI-RD PCMワークショップ

21 　8日(土) 資料整理

22
　9日
(日）

資料整理

23
10日
(月）

現地企業訪問、CEI-RD 情報収集、聞き取り調査、M/M（案）にかかる協議

24
　11日

(火)
CEI-RD M/M（案）にかかる協議

25
　12日

(水）
CEI-RD M/M署名

大使館報告 調査結果について報告

JICA事務所報告 調査結果について報告

26
　13日

(木）
移動；サントドミンゴ→ニューヨーク AA618 11:45サントドミンゴ発 15:35ニューヨーク着

27
　14日

(金)
移動；ニューヨーク→成田 JL005 13:30ニューヨーク発

28
　15日

(土）
移動；ニューヨーク→成田 16:20日本着

情報収集、聞き取り調査
国家競争力審議会（CNC)、商工省（SEIC)、商工会議
所、農業省、職業訓練技術庁（INFOTEP)、高等教育科
学技術省（SEESCYT)、現地企業訪問

 
 

４．主要面談者 

（1）ドミニカ共和国側 
＜CEI-RD> 

Mr. Eddy Martinez Manzueta Secretary of State/Executive Director 
Mr. Horacio Alvarez Export Advisor 
Mr. Roberto Turull Planning and Cooperation Manager 
Ms. Mireya Carbonell Planning and Cooperation Assistant 
Ms. Sofía Elizabeth Ortíz Director of Export Promotion 
Ms. Mildred Romero Director of Human Resources 

国家競争力強化審議会（CNC）、商工省（SEIC）、商
工会議所、農業省、職業訓練技術庁（INFOTEP）、
高等教育科学技術省（SEESCYT）、現地企業訪問 
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Ms. Wilvia Medina Leal Director of Promotion of Foreign Direct Investment 
Ms. Miguellna Tejada Director of International Office 
Ms. Gretchen Pockels S. International Office Manager 
Ms. Altagracia Vásquez In charge of Documentation Center 
Mr. Ocirema Caminero Business Export Officer 
Mr. Victor M. soto Talavera Financial Manager 
Mr. Federico Martí Gutiérrez Planning and Cooperation Officer 
Ms. Raquel Rodríguez Export Promotion Officer 
Mr. Héctor Rafael González Sub manager of Investment Promotion 
Ms. Evelyn Valoy Manager Industrial Sector 
Ms. Fior D´aliza Peña Investment Promotion Officer 
Ms. Dulce Miranda Export Promotion Officer 
Mr. Pablo Pérez Espinosa Quality Manager 
岡広 敏孝 シニアボランティア 
林田 尚久 シニアボランティア 
田中 忠昭 シニアボランティア 
梅原 洋 シニアボランティア 
藤田 和久 シニアボランティア 
 

＜SEEPyD＞ 
Mr. Fnocencio Garcia Favier Director General of Bilateral Cooperation  
 

< Textile Hilast Dominicana, C. por A.（Hunterブランド）> 
Mr. Ivan E. Velaz Cabral President 
 

< Pasteurizadora RICA, C.por A.> 
Mr. Braulio Brache Director of Export 
 

（2）日本側 
＜在ドミニカ共和国日本国大使館＞ 
四宮 信隆 特命全権大使 
樫谷 弥生 専門調査員 

 
＜株式会社フジタ＞ 
野上 善正 建設部担当課長 

 
＜株式会社山下設計＞  
望月 裕明 国際設計部主任 
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＜JICAドミニカ共和国事務所＞ 
吉元 清 所 長 
篠山 和良 次 長 
瀧口 暁生 所 員 
Ms. Doris Holguín ナショナルスタッフ 

 
５．調査範囲及び調査内容 

新センターの組織変更の可能性が事前に伝えられたため、本調査の範囲及び内容は組織の機能、

関連機関との関係等の情報収集と新センターが有する機能等の調査にとどまった。PDM作成等具
体的なプロジェクト実施に係る協議及びR/D署名は本調査時点では未実施であり、今後実施予定
の第2次事前調査のなかで協議する予定である。 
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第２章 ドミニカの輸出投資の現状と問題点 
 

１．ドミニカの輸出投資の現状と課題 

ドミニカの2006年の輸出額は64億USドルで、このうちフリーゾーンからの加工品輸出が70％を
占めている。過去5年間のフリーゾーンの輸出は43億USドルから47億USドルの間を推移する一方、
それ以外の国内産業の輸出は同5年間で2.2倍になったとはいえ19億USドルと低い水準にとどま
る。他方、輸入額は112億USドルで、フリーゾーンの輸入は24億USドルでこの5年間毎年わずか
ながらも減少を続けている。一方国内産業・市場向けの輸入額は87億USドルで総輸入の78％を占
め、この5年間で40％増大した。フリーゾーンは国内に58ヵ所あり、約600の企業が20万人の雇用

を生み出しており、加工貿易（輸出）がドミニカ経済にとって極めて重要であることは論を待た

ない。フリーゾーン制度が2015年まで延長されたこともあり、フリーゾーン地区への企業誘致を

より積極的に進め、加工貿易の更なる拡大を図ること、また、それ以外の国内産業による輸出を

いかに拡大していくかが中小企業振興策と相まって喫緊の課題であることがうかがえる。 
ドミニカの輸出商品構成は、約3割が衣類、IT関連部品が1割、精密機械・電気電子部品等が約

15％で、これら3分野で5割強を占めておりこれらが加工品輸出の代表である。これ以外の国内産

業の輸出は農産物、加工食品など一次産品や低付加価値製品が多い。また、これら分野が中国を

はじめ多くの途上国からの競争に晒されていることは誰もが知るところである。これらのことか

ら、より付加価値を高め国際競争に耐える製品の輸出をどのようにして拡大していくかが、ドミ

ニカの最大の課題であることが分かる。 
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表２－１ ドミニカからの輸入財別一覧表 

輸出国 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2006 2006

総額 4,820     4 ,610     4 ,709     5 ,0 85     5 ,4 27     5 ,5 71     5 ,8 89     100 .0   5 .7       

　機械機器 812           753           806           979           1,014         1,313         1,349         22.9        2.8          

　　 一般機械 6               9               24             24             53             243           171           2.9          -29.5      

　　 鉱山・建設機械 0               0               0               0               2               0               0               0.0          101.6      

　　 工作機械 -               0               0               0               0               0               0               0.0          -98.1      

　　　  ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ及び周辺機器類－合計 0               1               1               1               27             222           129           2.2          -41.6      

　　　　   ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ及び周辺機器 0               0               0               1               1               2               1               0.0          -60.4      

　　　   　ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ部品 0               0               0               1               26             219           128           2.2          -41.4      

　　  　事務用機器類 0               0               0               0               0               0               0               0.0          -52.5      

　　 電気機器 418           337           361           450           476           546           616           10.5        12.8        

　　  　通信機器 0               1               2               22             56             64             61             1.0          -5.1        

　　  　音響機器 0               0               0               0               0               0               0               0.0          -92.0      

　　    映像機器類 0               0               0               0               0               0               0               0.0          99.2        

　　  　半導体等電子部品類 9               7               7               6               7               9               16             0.3          72.5        

　　　　 　電子管・半導体等 9               7               6               5               6               7               8               0.1          6.1          

　　 　　　集積回路 0               1               1               0               1               2               8               0.1          354.1      

　  　　その他の電気・電子部品 316           246           249           311           296           351           392           6.7          11.5        

　　 　　　フラットパネルディスプレイ 0               0               0               1               2               2               6               0.1          158.9      

 　　輸送機器 3               7               5               7               12             11             15             0.2          37.4        

　　　  自動車 0               0               0               0               1               0               1               0.0          520.4      

　　　　   乗用車 0               0               0               0               0               0               0               0.0          16.3        

　　　　   二輪自動車 0               0               0               0               0               0               0               0.0          623.8      

　　　  自動車部品 2               4               4               5               10             10             8               0.1          -17.8      

　　　　   自動車用エンジン -               0               -               0               0               0               0               0.0          -71.0      

　　精密機器 386           400           417           498           473           513           547           9.3          6.6          

　　　 計測器・計器類 22             23             15             4               6               12             19             0.3          60.3        

　食料品 534           566           625           672           739           730           886           15.0        21.4        

　　 魚介類 1               1               2               3               2               4               6               0.1          28.7        

　　 まぐろ -               -               0               -               0               0               0               0.0          206.4      

　　 穀物 0               0               0               5               0               0               0               0.0          -99.9      

　　 加工食品 420           443           481           511           587           541           651           11.1        20.3        

　　 エタノール（エチレン・アルコール） -               -               -               -               -               0               -               - -

　油脂・その他の動植物生産品 6               8               9               7               6               5               7               0.1          48.9        

 　　動植物性油脂 0               0               1               0               0               2               3               0.1          115.0      

　化学品 73             105           138           180           183           224           304           5.2          35.7        

　 　化学工業品 27             40             50             45             46             48             68             1.2          43.0        

　      核燃料（放射性物質を含む） - -

　  　　医薬品及び医薬用品 2               5               6               10             12             22             33             0.6          50.9        

　 　プラスチックス・ゴム 46             64             88             134           138           176           235           4.0          33.7        

　  　　プラスチックスの一次製品 2               2               2               3               4               8               7               0.1          -8.7        

　  　　自動車用タイヤ（新品） -               0               -               0               0               -               0               0.0          -

　その他原料及びその製品 2,992         2,772         2,778         2,873         3,128         2,961         3,009         51.1        1.6          

 　　鉄鉱石 -               -               0               0               -               -               0               0.0          -

 　　鉱物性燃料等 1               2               0               1               2               0               0               0.0          207.9      

　　　  鉱物性燃料 0               2               0               1               2               0               0               0.0          207.9      

　　　　 　石炭類 -               0               0               0               -               -               -               - -

　　　　 　液化天然ガス - -

　　　　 　石油及び同製品 0               2               0               1               2               0               0               0.0          207.9      

　　　　 　原油 - -

　　 卑金属及び同製品 262           183           196           293           540           458           731           12.4        59.6        

　　　　鉄鋼 234           153           163           254           486           404           663           11.3        64.0        

　　　　 　鉄鋼の一次製品 216           140           147           239           473           386           631           10.7        63.6        

　　　 　　鉄鋼製品 18             13             15             15             12             18             31             0.5          71.6        

　   繊維及び同製品 2,475         2,321         2,283         2,232         2,160         1,987         1,685         28.6        -15.2      

　　    合成繊維及び同織物 1               1               0               0               1               1               1               0.0          -42.2      

　    　衣類 2,431         2,261         2,208         2,148         2,071         1,870         1,575         26.7        -15.8      

　    　 　衣類－ニットのもの 868           785           823           885           899           889           752           12.8        -15.4      

　　   　  衣類－ニット以外のもの 1,564         1,477         1,385         1,262         1,172         980           823           14.0        -16.0      

　雑製品 287           292           228           223           218           214           199           3.4          -6.7        

〔参考〕

ＩＴ関連機器－合計 347           278           273           344           392           658           617           10.5        -6.3        

   ＩＴ関連機器－部品 325           254           256           318           329           580           536           9.1          -7.5        

   ＩＴ関連機器－最終財 22             24             18             26             63             79             81             1.4          3.2          

〔注〕　主要51カ国の輸入額を合計したもの。

〔原資料〕各国貿易統計（価額評価は輸入国の輸入統計の作成方法に従う）

〔出所〕　国際貿易投資研究所「財別国際貿易マトリックス」データベースより作成

価額（100万米ドル) シェア（％） 伸率（％）
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ドミニカも世界の大勢にならい積極的に地域統合や自由貿易協定（FTA）の締結を進めている。
米国・中米・ドミニカ自由貿易協定（DR-CAFTA）や周辺国とのFTAをフルに活用し輸出の拡大
を図ることが必要である。また、輸出拡大には国際標準や品質規格、環境基準など国際的なルー

ルの遵守が極めて重要になっており、国内産業界の意識改革が求められている。例えば、対米輸

出されたドミニカ農産物が米国の残留農薬規制によって大量に返送された事実が指摘される。こ

うした失敗を繰り返さないよう、産業界と一体になった輸出戦略の策定と着実な実行が求められ

ている。 
これらの課題に取り組むために今最も求められているのは、「人材育成」である。輸出振興が

ドミニカの国家命題のひとつであるが、そのためには輸出可能な国際競争力のある商品の開発・

生産がまずなければならない。ドミニカにとっては農産物であれ工業製品であれ、まず生産段階

の生産性向上、品質改善、そしてそのための経営者・従業員の意識改革が行われなくてはならな

い。 
そのうえで、どの市場のどの顧客に商品を効率的に輸出するかというマーケティングが次の課

題となる。そのためには市場情報や商品情報、各種の規則・制度情報、競合相手の情報など、イ

ンテリジェンス機能の充実と、それを活用し輸出促進活動を実践する人材の育成が重要な課題と

なっている。 
現在ドミニカにおける貿易投資に係る人材育成はドミニカ貿易投資促進センター（CEI-RD）を

中心として展開されている。職業技術訓練庁（INFOTEP）では、全国で広く職業訓練から経営者
研修に至るまでの様々な活動を展開している。また、サントドミンゴ商工会議所（CCPSD）や輸
出業者連盟（ADOEXPO）などの各種団体においても、輸出企業を含む会員企業に対して研修活
動や情報提供サービス等の活動を活発に実施している。 
新センターに期待される人材育成の主たる分野は、輸出文化（輸出マインド）の振興、インテ

リジェンス機能の充実と、それを活用し輸出促進活動を実践する人材の育成の研修であろう。生

産性向上、品質改善、そしてそのための経営者・従業員の意識改革等の研修についてはINFOTEP
や農業省・商工省（SEIC）など関連省庁等との連携を行い、CEI-RDの人材リソースを有効的かつ
効率的に活用することが重要と思われる。 
 



－8－ 

第３章 輸出投資振興/人材育成機関の現状と課題 
 

１．ドミニカ貿易投資促進センター（CEI-RD） 

（1）現状と課題 

調査時においてドミニカの輸出促進をどのように進めていくのか、ということについて

CEI-RD長官及び幹部職員からもうひとつ明快な戦略や方針が示されなかった。いずれも異口
同音に「国際競争力の強化」や「生産性の向上」を課題としてあげ、「開放経済」や「二国間

の自由貿易協定（FTA）や地域協定の活用」などを新たな政策として掲げるものの、それを
どの産業セクターに対し、どういう手順で具体化させていくかとなると、歯切れが悪くなる。

輸出部門の担当者は「相談に来る企業に対し専門的なアドバイスを行っている」「工場まで出

かけ相談に乗り、必要なアドバイスや情報を提供している」とのことである。担当者は一生

懸命勉強し、相談に来る輸出企業にまじめに応えようとしているが、それがどれだけ効果を

あげ成果につながっているのかは不明である。 
開発途上国共通の問題、すなわち、「モノ＝輸出可能産品」があるかどうか、「企業とヒト

＝輸出実務ノウハウを知る企業」があるかどうか、という輸出促進のスタートラインに立つ

前の条件がどの程度そろっているかどうか、という問題がここにも垣間みえる。そしてそれ

に対し、CEI-RD及び新センターがどのような役割を演じるのか、ということについての認識
が共有されているかという問題がある。 
関係者を集めて実施したSWOT（Strength、Weakness、Opportunity、Threat）分析ワークシ

ョップで明確になった重要なことのひとつは、輸出企業（メーカー）をCEI-RD職員が指導す
る際に、その内容が個人の判断に任されており、一定の政策や戦略の下での組織的な対応が

できていないのではないか、という点であった。彼らは生産性向上や品質管理など工場の生

産ラインに関することまで、顧客から求められればアドバイスするのだが、これは生産現場

の経験をつんだ専門家の分野であり、素人がにわか勉強でできるものではない。 
CEI-RDが本気で「生産性向上問題」に取り組むのであれば、それにふさわしいきちんとし

た組織をつくり専門家を招く必要がある。これは狭義の輸出促進活動よりもっと体系だった

長期的かつ専門的に取り組むべきテーマである。幸いドミニカでは別機関として職業技術訓

練庁（INFOTEP）がある。ここではいわゆる職業訓練をはじめ、品質管理や生産工程管理な
ど技術面も含めた指導・訓練をやっているので、この機関とCEI-RDとの役割分担と協調戦略
が極めて重要である。 

CEI-RDが特化すべき領域とは本来の輸出促進活動である。Martinez長官が強調されたよう
に、「輸出文化の普及」（輸出マインドの高揚）がまずあげられる。ドミニカから外国市場に

輸出するためには、越えなければならないハードルがいくつもあることを国内の生産業者や

輸出業者に知ってもらい、身につけてもらうことから始める必要がある。例えばアメリカに

輸出されたドミニカ産農産物が米国税関で輸入拒否され大量に返送された事例があるが、こ

れは米国の残留農薬規制を生産業者が知らなかったからであり、知っていても検査体制が不

十分だったからである。これこそ輸出に取り組む姿勢に問題があり、まさに文化やマインド

を変えていく必要があることの一例である。 
次の課題は輸出マーケティングである。ここでは特に輸出可能市場に関する市場情報が重

要だが、ドミニカの情報収集・分析機能は十分でない。CEI-RD独自の海外ネットワークに対
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する認識が希薄で、輸出促進部ですらその存在をほとんど意識しないで活動しているのでは

ないかとさえ思われる。独自の海外事務所をニューヨーク、プエルトリコ、及びマイアミの3

ヵ所にもっており、あとは大使館のネットワークに頼っているものの、商務官業務について

は大使の意向と人材の有無に左右されるのが実情である。輸出促進活動（後述の投資促進も

同様だが）にとって海外ネットワークは生命線のはずだが、その認識がCEI-RDとして希薄で
ある。CEI-RD内の意識改革も必要と思われる。 

CEI-RDでは産業セクター別に担当を置き輸出相談や指導にあたる体制になっているが、短
期、中期、長期の輸出戦略と具体的なアクションプランなどはないようである。優先セクタ

ーは選定されているので、今後はセクター別の3～5ヵ年の輸出拡大計画をつくり、実行して

いくやり方を導入することも検討すべき課題である。 
ドミニカ輸出の7割をフリーゾーン輸出が占めるにもかかわらず、CEI-RDはその振興に触

れないことになっているが、ドミニカ全体の輸出を考えるうえでフリーゾーンへの外国企業

誘致による加工品輸出の促進は重要課題であり、CEI-RD設立趣旨が国内産業輸出の振興にあ
るので、これに全く触れないでよい訳ではない。ドミニカ全体の輸出構造をよく分析し、理

解したうえで国全体の輸出促進策を構築していく必要がある。 
CEI-RDのもうひとつの事業である投資促進（外国企業の対内投資誘致）活動については、

2007年1月から就任した女性部長の積極指導により、活発な企業誘致活動を展開中との説明が

あった。また、日本人シニアボランティアによる企業誘致のためのホームページ作成が進ん

でおり、今後の活動に期待される。企業誘致には国の関連機関が一致協力し、戦略目標を立

てじっくりと取り組む必要があるが、そのなかでCEI-RDがいかにして中心的役割を果たして
いけるか、他の関連省庁や機関との連携が重要になってくる。 
また、ドミニカは国内マーケットが極めて小さいので、外国企業にとって何が投資のメリ

ットなのかを明確に説明できなければ誘致できない。加工貿易がその答えとなるが、CEI-RD
の輸出促進部との連携が又重要となる。 

 
２．国家競争力強化審議会（CNC） 

（1）組織概要 
CNCはドミニカ経済の競争力強化に資するために2001年11月に設立された機関である（法

律1-06）。その後、2004年に組織の機構改革を実施し、現在20名の職員を擁する。CNCはそ
の組織の性格上、官民双方が参加する組織体制となっており、理事会（Junta Directiva）には
双方から8名、計16名が構成メンバーとして出席している。 

 
CNCの具体的な活動としては以下があげられる。 

① 技術支援（人材育成に関する研修支援を主体） 

② 調査（人材育成関連） 

③ 法規制の見直し 

④ 企業に対する財政支援 

⑤ 政策・戦略策定（及び策定に資するための調査） 
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上記①については、企業及び省庁職員向けの研修指針、研修内容についての策定を支援し

ている。企業向けの研修内容についてはINFOTEPとの共同作業を主としており、一方、省庁
職員向けの研修内容策定については国家行政院（INAP）とともに行っている。 

また②については、主に研修に関連したニーズ調査の実施を指している1。 
③については、グローバルスタンダードに適合するように、現行の国内法を見直す作業を

意味している。現在は特に会社法、中小企業法、産業競争力法、品質改善に係る各種法律、

規制に係る見直しを進めている。 
④については、一定規模の企業グループ・クラスター（5社以上が条件）に対して、財政

支援を行うものであり、企業側より支援要請のあったプロジェクトに対して、総額の20％若

しくは50万USドルを上限として無償支援を行う2。 
⑤については、政策・戦略策定のための基礎調査を行うことが主である。CNCは総職員が

20名と限られていることからも、基本的には調査業務を主体としており、政策策定について

はあくまでもコーディネーター的な役割を果たすことが多い。 
 

（2）輸出投資振興/人材育成に係る実績 
上述のとおり、CNCは輸出投資振興に係る人材育成を研修指針、研修内容策定の側面から

支援を行っている。なおCNC単体で研修を実施することはない。 
 

３．商工省（SEIC） 

（1）組織概要 
SEICはドミニカにおける商業・工業分野の経済発展を担当する省庁であり、具体的には右

記分野：①産業政策の策定、②国内産業の発展及び海外貿易の促進に係る政策策定（特に貿

易協定の促進）、③中小企業支援、④エネルギー政策（特に代替燃料利用に係る政策）、⑤鉱

物資源政策、⑥海上交通及び港湾管理に関する規制・許認可等における活動を展開している。 
 

（2）CEI-RDとの関係 

CEI-RDはその設立の経緯3からSEICの管轄下とされているが、実質上はそれぞれ独立した
機関とみるのが適当であり、事実、SEICとCEI-RDはそれぞれ同格の別省庁として位置づけら
れている。そのため、CEI-RDの政策に対してSEIC側から干渉することはなく、あくまでも
CEI-RDの理事会などで活動方針や内容等について協議・提言等をするにとどまる。 
この点はCEI-RDの予算についても同様であり、CEI-RDの予算はCEI-RD自らが立案するも

のであり、SEICで承認等は行っていない。そのためCEI-RDの予算は、SEICとしての予算上
限などには影響されないこととなっている。 

 

                                                        
1 一例として、2007年8月現在全国レベルで国内の各種セクター（製造業、観光業、農林水産業等々）企業及び研修実施機関を
対象に研修ニーズ調査を実施中。同調査はローカルコンサルタントによって実施されており、2007年9月末には終了予定と
のこと。 

2 2001年以降、これまでに20グループに対して、約1,000万USドルを支援してきた（CNC技術プロジェクトコーディネーター
聞き取り）。 

3 CEI-RDは2003年7月にSEIC管轄下の投資振興庁と輸出促進センターが統合して新設された組織である。 
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４．農業省 

（1）組織概要 
農業省はドミニカにおける伝統的作物（砂糖、コーヒー、カカオ等）及び果物等の生産性

向上へ向けた取り組み、それらに伴う農民への技術支援、更に近年では有機農業の振興（輸

出振興含む）など、幅広い分野から同国の農業振興を担当する省庁である。 
 

（2）輸出投資振興/人材育成に係る実績 
輸出投資振興に関連した人材育成については、農業省普及研修総局の農産物無害性部での

取り組みが特筆される。 
同部は2006年に新設された部署であり、現在18名のスタッフ（そのうち5名が技術者）が

在籍する。主たる業務は、農民がより質の高い農作物を生産するために、適正な病害虫対策

や農薬使用等を行えるように農民へ直接指導、研修を行うことである。同部のスタッフは週

のうち1、2日間の頻度で、農民に対する小セミナーや現場における直接技術指導を行っている。 
なお本部署の取り扱う業務を実施できる専門スタッフは地方支所には配置されていない

ため、同本部スタッフが全国を管轄している。そのため自ずとマンパワーの面で不足してい

ることが現状活動の最大の課題として考えられている。 
 

（3）CEI-RDとの関係 
CEI-RDとは昨年来、2テーマで計4回の研修を共同で実施している。ひとつはバナナ、アボ

カド、コーヒーなどの生産者向けに「（無害性を焦点とした）農業生産管理」、もうひとつは

農産物搬出・梱包・加工業者を対象とした「（無害性を焦点とした）製造管理」研修である。

これら研修はすべて研修参加者が居住する地方都市で実施され、おのおのに約40名程度の出

席者があった4。 
 

表３－１ 農業省とCEI-RDの共同実施による研修 

研修名 研修者対象 研修実施回数 参加人数 開催地 

「（無害性を焦点とした）

農業生産管理」研修 

農民（農業組合） 3 約40名/回 バオルコ、アポリナール、 

「（無害性を焦点とした）

製造管理」研修 

農産物搬出・梱包・

加工業者 

1 約40名 タマヨ、バライセイ 

 

研修ではCEI-RDが主にロジスティック業務を担当し、農業省が講師を派遣する役割分担となっ
ている。なお、上記研修は農民（農業組合）がCEI-RDに対して研修実施のリクエストを行い、そ
れを受けてCEI-RDが農業省に講師派遣を依頼したものである。恒常的に農業生産物の輸出を行っ
ている農業組合は、CEI-RDと既知の関係があるものと推察される。 
なお加えて、農業省内でCEI-RDとの関係がある他部署としては食物検疫局、農産物・農産加工

物の展示会開催の関連において農産物企業局や企画局などもあげられるが、人材育成の視点から

は当部署が最も関係が深い。 
                                                        
4 本年9月末にも有機バナナを扱う加工業者に対して、食品衛生管理（HACPP）に係る研修を共同で実施する予定（25名程度
の参加者を予定）。 
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５．職業訓練技術庁（INFOTEP） 

（1）組織概要 
INFOTEPは国民の能力強化を図ることを主目的として、1982年に設立された機関である。

その取り扱う分野は電気・電子、自動車、機械、家具製造等の職業訓練に係る分野から経済・

経営等の社会人教育に至るまで幅広い分野を包括している。 
組織はサントドミンゴの本部のほかに、全国で計9ヵ所の地方事務所（兼研修センター）

及びサテライト事務所を設けており、組織全体で約300人のスタッフを擁している。 
現在、INFOTEPにおいて実施されている研修は大きく以下のごとく分類される。 
 

表３－２ INFOTEP研修内訳 

コース分類 コース名 主たる対象者 履修機関 時間帯 コース内容 

特定ダブルコース 14～22歳 2年3ヵ月 夜 間 一般的な職業訓練系の科目及

び関連基礎科目などを履修。

継続フォーメーシ

ョン・コース 
14～22歳 8～12ヵ月 昼 間 上記同様の科目を網羅。昼間

の授業であるため、履修期間

自体は短期になる。 
科目養成コース 16～22歳 60 ～ 2,000 時

間 

適 宜 特定の職業訓練分野を個別に

履修。分野によって履修時間

に大きく差異あり。 
経営者コース 管理者クラス 2年間 

（約2,800時間）

適宜調整 管理者のための経営知識を体

系的に履修。 

標準コース 

インストラクタ

ー・コース 
インストラクター

希望者（セミナー等

実施機関関係者等）

120時間 適宜調整 インストラクターになるため

の各種コース 

特別コース 企業等 適 宜 適 宜 企業等に対するテーラーメー

ド研修 
出所：Regional Central Department局長からの聞き取りを基に作成 

 
上記研修はINFOTEPの中央・地方研修センターとともに、全国各地にある提携先の職業訓

練校や学校なども合わせて利用し、広範に実施されている（2007年8月現在78ヵ所と提携）。

これら施設を利用した2006年の実績では、合計で約6,000コース、11万6,000人に対する研修

を実施している。 
なお、INFOTEPの予算はその一部が企業・個人からの源泉徴収額によって賄われている。

現行では、各企業は給料支払い総額の1％、社員は個々の給料の0.5％相当額をINFOTEPに源
泉徴収される仕組みとなっている。 

 
（2）輸出投資振興/人材育成に係る実績 

INFOTEPはその研修内容の特性から、とりわけ労働生産性及び経営マネージメントの側面
において、輸出振興の人材育成に寄与しているものと判断できる。研修は表３－２のように

個別企業に対する短期のテーラーメード研修や、中長期にわたる研修協定を締結する例があ

り、その対象者の範囲は広範にわたっている。現在実施中の後者に係る代表例としては、ド

ミニカフリーゾーン協会（ADOZONA）との能力強化研修協定などがあげられる。 
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（3）CEI-RDとの関係 
双方組織の基本理念に照らした場合、INFOTEPとCEI-RDの実施すべき研修内容は補完関係

こそあれ、重複は生じないはずであるが、実際には一部の研修や技術支援内容において重複

が生じているものと考えられる。 
概して、研修内容の重複は企業への研修の一部分にのみ散見されるものであるが、他方、

技術支援についてはCEI-RDが自らの技術支援人員を企業に直接派遣して生産性向上の診断
を行うなど、両組織間の活動において非効率な重複が垣間みられている。 
本来INFOTEPもCEI-RDの戦略計画策定には携わっており、又双方がCNCの理事会メンバー

となっているため、これら会合の機会を利用して情報を交換し、極力効率的な活動をしてい

きたいとする意向を双方がもっているものの、現状では解消のための具体的な取り組みはさ

ほどなされていない。 
 

６．サントドミンゴ商工会議所（CCPSD） 

（1）組織概要 
1848年に設立されたCCPSDは、現在約1,000社の会員企業を有している。また、会員企業の

うち約40％程度が輸出関連企業で占められている。CCPSDの年会費は会社規模によって約50
～300USドルの範囲で設定しているが、同様主旨の輸出業者連盟（後述ADOEXPO）よりも
低い年会費を設定し、より多くの会員企業を募集したいとの意向を有する。なお、CCPSD本
部のスタッフは管理部門に10名、秘書等アシスタント15名で構成している。 

 
（2）輸出投資振興/人材育成に係る実績 

CCPSDの主たる役割は、①技術支援、②情報提供、③研修実施、④イベント・展示会の実
施である。 
技術支援については、折々での電話の問合わせや面談などの形態が大半であるが、大規模

なプロジェクトに係る技術支援要求の場合には、企業のために外部コンサルタントを雇用し

て技術支援を行うこともある。その場合のコンサルタントフィーにかかる企業のコスト負担

は一部にとどまる（多くはCCPSDが負担）。 
情報提供については、貿易統計、各国市場などの情報を提供している。情報ソースとして

は、インターネットなどのほかに、中南米諸国の商工会議所からの情報も活用しており、現

在ベネズエラなど、10ヵ国の商工会議所とCollaboration Agreementを締結している。 
研修については毎年会員企業に対してニーズ調査を行い、そのうえで研修・セミナーを実

施している。これら研修の多くは1日若しくは2日間の短期研修であり、毎回平均で約25人程

度の出席者がある5。 
イベント・展示会については、会員企業の参加支援を行っている。昨年は外国への出展支

援を8回、国内でのイベントを2回実施している。 
 

                                                        
5 無料の研修もあるが、多くの研修では75～100USドル（1日研修・セミナー）の参加費用を徴収している。複数日にまたがる
場合は300USドル程度を上限として設定している。 
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（3）CEI-RDとの関係 
CCPSDはCEI-RDの理事会メンバーの一員である。また両者は相互活動の活発化を目した

Collaboration Agreementも締結している。ただし、これまでのところ、イベント・展示会にお
いては協同実施された例があるものの、その他の活動においてはさほどの接点はない。むし

ろ、研修・セミナーなどでは同様の内容を取り扱っている例も多くみられる〔最近では特に

米国・中米・ドミニカ自由貿易協定（DR-CAFTA）に関連した研修が多く実施されている〕。 
 

７．輸出業者連盟（ADOEXPO） 

（1）組織概要 
ADOEXPOは1972年に設立された輸出業者を対象とした連盟団体であり、現在約200社の会

員企業を擁している。他方ADOEXPOの日常業務に携わる本部スタッフは計5名であり、地方
支所は有していない。組織の収入源はメンバー会費や同組織の実施するゴルフトーナメント

などからの収入に拠っている6 。 
 

（2）輸出投資振興/人材育成に係る実績 
ADOEXPOの主たる役割は、①情報提供（広義には技術支援も含む）及び②研修実施であ

る。イベント・展示会は基本的に行わない。研修・セミナーとしては、特定国の輸出方法セ

ミナー（最近ではカナダ、台湾）、貿易協定等の動向などに関する内容が多い7。また毎月、

会員企業のマネージャークラスを出席者としたミーティングの場に、会員企業の関心事項に

関連したゲストを招待し、話を聞く機会を提供するなどのサービスにも努めている（最近で

は税関の副長官を招待してゲストスピーチを依頼）。 
また2006年からディプロマコース（Diplomad：国際商業コース）を実施している。実施に

ついてはサントドミンゴのBUCMM大学と協同で実施しており、履修に計3ヵ月間、86時間を
要するコースとなっている。学費は1万8,000ペソ（会員企業）若しくは2万ペソ（一般）。 

 
（3）CEI-RDとの関係 

ADOEXPOはCEI-RDの理事会メンバーであり、CEI-RDの短・中・長期の活動戦略/計画策
定に携わっている。 
ただし実際の活動においては、両者が共同で研修や技術支援などの活動を行ってきたこと

はほとんどなく、むしろ研修内容においては類似の内容が多く散見される。 
 

（4）その他 
米州開発銀行によるプロジェクト「Opportunities & Technical Requirements for Gaining 

Market Access under DR-CAFTA」がADOEXPOをカウンターパート（C/P）として2007年秋か
ら開始される予定である（2007年3月調印済み）。プロジェクトコスト、期間はそれぞれ約110

万USドル、3年半。同プロジェクトの目標は、DR-CAFTA市場においてドミニカ企業の輸出
がより振興されることであり、具体的にはADOEXPOが提供するセミナーやミーティングの
内容をより充実させる活動が主となっている。支援対象は輸出企業一般であるとしているが、

                                                        
6 メンバー会費は入会金5,000ペソ（中小企業）、1万ペソ（大企業）、年会費1万2,000ペソ（中小企業）、2万ペソ（大企業）。 
7 研修・セミナーは基本的には無料。ホテルや海外からの講師を呼ぶ場合には有料（30～40USドル程度）になることもある。 
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特に中小企業の輸出振興に注力することとしている。 
 

８．高等教育科学技術省（SEESCYT） 

（1）組織概要 
同省は「高等教育」と「科学技術」の2局に大きく分かれており、それぞれに次官ポスト

を置いている8。「高等教育」局は後期中等教育修了後の教育機関を管轄しており、具体的に

は下表のとおり3種類の高等教育機関がその管轄下となっている。 
 

表３－３ SEESCYTの管轄する高等教育機関 

高等教育校の類型 学校数（全国） 履修期間 授与学位 
高等教育学校 5 2年間 修了証（サーティフィケイト） 
高等教育専門校 5 4-5年間 学士（修士） 
大 学 33 4年間 学士（修士、博士） 

 
（2）輸出投資振興/人材育成に係る実績 

同省によって直接に輸出投資振興に係る人材育成は行われていないものの、管轄下である

大学においては通常の学士課程や修士課程と並行して、特に短期のディプロマコースにおい

て輸出投資振興に関連した講義が行われている。 
ディプロマコースの例としては、INTEC大学における「国際貿易ディプロマコース」：授業

時間120時間、授業料1万5,000～2万RD$や、ボンティフィカ大学での「国際商業ディプロマ
コース」：同86時間、1万8,000～2万RD$といった例があげられる。これらのコース参加者は
ほとんどが社会人であり、輸出企業及び輸出を志向している企業の人員も多く含まれている。 

 
（3）CEI-RDとの関係 

現時点では同省とCEI-RDの関係はほぼ皆無である。ただし将来、仮にCEI-RDの新センタ
ーのInstitute化が検討された場合は、SEICと並んでSEESCYTの双方が管轄官庁の候補になり

得るものと考えられる9。 
 

９．輸出民間企業 

【NORUEL Laboratorios】社 
（1）会社概要 

同社は1983年設立の頭髪関連の化粧品メーカー。シャンプー、コンディショナー、整髪

剤が主力商品であり、自社製品の輸出とともに海外製品の販売代理も行っている。従業員

は約140名。売上げは約5,000～6,000万ペソ/年。輸出額は総売上げのうち5～10％程度を

占めており、主な輸出先としてはアメリカ、プエルトリコ、ベネズエラ、パナマ、スペイ

ンがあげられる。 
 

                                                        
8 次官ポストはそのほかに企画、国際関係、財務、総務の各局に置かれている。 
9 表内の高等教育学校及び高等教育専門校は、Instituteと呼称されている。これらInstituteには、教育機能に重点を置くInstitute
と研究機能に重点を置くInstituteの2通りが存在する。後者の例としては、Water Institute、Chemical Institute等。これら後者の
機能を有するInstituteを設立する場合には、組織の管轄は研究対象の関連省庁（水利庁など）になる場合と科学技術の観点か
ら本SEESCYTの管轄下になる場合との両ケースがみられる。 
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（2）CEI-RDの研修について 
同社の場合、社外で受ける研修はCEI-RDでの研修、セミナーがほとんどであり、

ADOEXPOなどの他機関による研修参加はほとんどない。 
CEI-RDの研修内容についてはおおむね満足しているが、研修内容によっては現状よりも

長い研修期間を希望している。その場合、輸出関連担当者は2日間以上連続して職場を空

けることはできないため、週1回で複数週にまたがるような開催方法が望ましいと考える。 
なお、研修実施の案内については、CEI-RDから直接メール、ファックス、電話等で連絡

がなされており、適切なタイミングと評価されている。 
 
（3）展示・イベントについて 

展示会には2005年にグアテマラにCEI-RDの支援で出展した実績がある。ドミニカ国内で
は昨年、アグロインダストリーフェアの際に一部ブースで出展している。 

 
【FORMATO】社 
（1）会社概要 

同社は1991年設立の工芸品製造会社であり、主に壁掛け、置物、絵画、アクセサリー類

等を自社ワークショップで製造している。従業員は7人。年間の売上額は約5万USドルであ
り、そのうち輸出はおおむね5,000～1万USドルを占める。輸出先はプエルトリコ、バハマ、
カリブ諸国で、観光地用の土産物として輸出されている。 

 
（2）CEI-RDの研修について 

これまでのCEI-RDの研修内容についてはおおむね満足としているが、研修によって講師
陣の不適切性が指摘された（工芸品関連の知識・経験をあまりもっていない場合があるた

め、業界の視点から乖離した研修が行われている例など）。 
CEI-RD以外にはCaribbean Exportにおいて展示会への参加方法について研修を受講して

いる。 
 

（3）展示・イベントについて 
2007年9月にキュラソー（カリブ海オランダ領）の展示会に参加を予定している。展示

会の参加については、CEI-RDとCaribbean Exportの両者の支援を受けている10。また、ドミ

ニカ国内では12月の工芸品展示会に参加を予定している。 
 

【Taller Manos Creativas】社 
（1）会社概要 

1995年設立の工芸品製造会社。主要な商品はセラミックの置物、人形、壁掛け、絵画、

アクセサリー類等である。従業員は12人。売上げは約500万ペソ。国内業者の買い取りが

売上げの約8割、来訪してくる海外業者の買い取りが約2割をしめる。輸出実績はなく、今

後徐々に輸出を行いたいと考えている。 

                                                        
10 展示会のブース利用、商品の輸送等についてはCEI-RDが負担。参加者側は交通、宿泊費等を負担（およそ3,000USドルの自
己負担を見込んでいるとのこと）。 
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（2）CEI-RDの研修について 
同社の場合、経営者が経営管理全般を担当しており、研修への参加についても同氏のみ

が参加している状況である。昨年はCEI-RDの研修に6回参加しており、そのほかにもビジ
ネス関連のディプロマコース（Business People School）を受講するなど、積極的に各種研
修を受講している。 

CEI-RDの研修については内容が非常によくまとまっており、充実度が高いとの印象を有
している。今後のリクエストとして、コスト計算方法、効率的人事・組織、税・会計関連

の項目を加えてほしい旨があげられた。 
 

（3）展示・イベントについて 
2007年9月にキュラソー（カリブ海オランダ領）の展示会に参加予定。ドミニカ国内で

は12月の工芸品展示会に参加を予定している。 
 

乳製品・果汁飲料メーカー【RICA】社 
（1）会社概要 

創立1965年、本社2工場の従業員が2,000名のドミニカでは大手の飲料メーカーである。

面談したBraulio Brache輸出部長はADEXPOの理事長を務めると同時にCEI-RDの理事を務
める業界リーダーの1人。RICA社はドミニカ産の果汁ジュースを濃縮状にし、カナダ、米
国（ニューヨーク、マイアミなど）、プエルトリコやハイチに輸出している。輸出比率は

総売上げの15％ほど。 

サントドミンゴ市内にある本社工場は、衛生管理、品質管理など行き届いた生産管理が

日常的に行われている。カナダや米国へ輸出しているので、こうした先進国の食品衛生基

準を遵守しているようだ。製品運搬用のダンボール類は国内製であるが、牛乳パック紙は

国産されておらず輸入に頼っているとのこと。 
 

（2）CEI-RDとの関係 
ADEXPOの役割とCEI-RDとの関係についてはBraulio輸出部長によると、両者間でより密

接な関係を築きCEI-RDが民間のニーズに沿ったサービスの提供に努める必要があるとの
こと。特にBraulio氏がCEI-RDの理事であるが、長官が多忙なこともあり理事会が召集され
ない状態にあること、そのためCEI-RDが理事会の承認のないままに各種事業を実施してい
ることなどを憂慮している、との発言があったことに留意する必要がある。 

 
縫製品メーカー【Textil Hilast Dominicana】社（Hunterブランド） 
（1）会社概要 

Ｔシャツ、ポロシャツ類の製糸から縫製までの一環繊維加工メーカー。同業メーカーで

は上位3番目の規模。社長はIsan E. Veloy Cabralで、販売輸出部長は社長令嬢が務めている。
同社の輸出は全体の3割程度で、輸出と国内販売を半々にもっていきたいとのこと。輸出

先はプエルトリコやハイチのほか、一部米国にも輸出している。 
業界3位にしては、工場内の整理整頓が十分でなく、工場の「5S」運動から始める余地

が多々あるように見受けられる。現状では比較的低価格のＴシャツ類を生産しているが、
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更に品質の向上を図る必要があるように思われる。ドミニカにとって繊維縫製加工は最重

要部門であり、中国をはじめ諸外国との競争が最も激しい分野である。今後とも生き残る

ための業界あげての努力と政府の的確なサポートが必要だろう。 
同社長によると業界が一体となって繊維関連技能労働者育成のためのカレッジを建設

中で、政府の助成は受けていないとのこと。こうした動きは持続的な競争力強化策のひと

つとして極めて重要であり、国として積極的にサポートしていくべきではないかと思われ

る。 
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第４章 プロジェクト形成・実施に係る諸考察 
 

１．プロジェクトの計画について（オリジナル要請内容） 

本プロジェクトは 2006 年 8 月 7 日付にて日本側に提出された要請書に基づくものであり、プ

ロジェクト上位目標・目標及び成果、活動は表 4－1 のとおりとなっている。 
 

表４－１ プロジェクト要請内容 

上位目標 ドミニカの国内生産品の振興、外国直接投資の促進を通じてドミニカ経済の競争力が向上する 
プロジェクト目標 貿易投資促進人材育成センター（新センター）が、輸出及び投資の発展に関する研修、企業への技

術支援、プロモーションイベントなどの質の高いサービスを持続的に提供できるようになる 
成 果 1. 貿易・投資に関する研修プログラムの質・量的増加 
 2. 情報提供、技術支援機能の強化 
 3. 展示・プロモーションイベントの実施 
活 動 1.1 各研修の個別カリキュラムのデザイン 
 1.2 全体プログラム（ターゲットグループ、手法、講師、料金設定等）のデザイン 
 1.3 ドミニカ貿易投資促進センター（CEI-RD）講師チームの育成 
 1.4 教材の作成 
 2.1 CEI-RD技術支援チーム及び情報チームの育成 
 2.2 技術支援プログラムの策定（ターゲットグループ、手法、講師、料金設定等） 
 2.3 情報提供戦略の策定（ターゲットグループ、手法、講師、料金設定等） 
 3.1 CEI-RD展示・イベントチームの育成 
 3.2 展示・イベント戦略の策定（ターゲットグループ、展示品目、手法、期間、料金設定等） 
注：上記文章は日本側で PDMのロジックを考慮して校正を加えたものである。 

 
本プロジェクト要請では、将来にわたるドミニカの競争力強化を念頭に置いたうえで、新たに

建設される新センターの機能の充実・強化をプロジェクト目標として据えている。 
より具体的には、それらセンター機能の充実・強化の柱として、「研修」機能、「情報提供・技

術支援」機能、「展示・プロモーション」機能の 3 分野への注力を掲げており、同時にこれら内訳

はプロジェクト内で達成すべき「成果」項目として規定している。 
新センターは CEI-RD の一部局として位置づけられることとなっており、基本設計調査時には

図 4－1 のごとく新センターの組織構成が計画されている。本センターの建設をもって CEI-RD内
部での組織構成の変更も企図されているが、新センターの各種機能に対応して既存部署を移行さ

せるか、若しくは既存部署と新センターでそれぞれ役割を共有するか等については、現在なお検

討されている。 
なお、図 4－2「CEI-RD 組織図（2007 年 9 月時点）」における網掛け部署：対外研修課及び資

料センターは、基本設計調査時において新センターへの移行計画があることが既に記載されてい

る部署である。組織構成の検討においては、これら部署を予定どおりに移行させるか、及び図表

内その他網掛け部署：輸出部促進課（主に展示・プロモーションを担当）及び市場調査部（新セ

ンター下のビジネスセンター業務と予想される業務内容を現在担当）の取り扱い等がひとつの焦

点である。 
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図４－１ 新センター組織図案（基本設計調査） 
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図４－２ CEI-RD組織図（2007 年 9 月時点） 

 
ドミニカ産業の課題に対し政府としてどのように対処していくのか。ひとつのセンターをつく

り何もかもそこで問題が解決できると考えるのは無理がある。いいモノがなければ売れない（輸

出できない）のは当然だが、モノづくりに求められること（専門性）と、販売（輸出）促進に求

められることは専門性が全く異なり、それを支援する側も中途半端なまま支援を開始することは

できない。一方で又、売る現場（輸出市場）のニーズや情報を生産現場に的確に伝えることも極
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めて重要である。販売額（輸出額）を拡大するという目標達成にはこの両者がかみ合ってはじめ

て可能となる。 
新センターの貿易研修事業については今回の調査であまり議論できなかった。第 2 次事前調査

の際に十分議論する必要がある。その際、UNCTAD/WTO の下部機関で開発途上国貿易投資支援
機関である International Trade Center（ITC）、エジプトの Foreign Trade Training Center（FTTC）や
インドネシアの貿易研修センター、タイの同様機関など先駆的モデルを参考にできる。 
新センター支援のために派遣される専門家（チーフアドバイザー）は新センター長をカウンタ

ーパート（C/P）とするよりも、CEI-RD長官を C/Pとし発言権の範囲をできるだけ広くしておく
ことが望まれる。すなわち、CEI-RD だけを見るのではなく、広くドミニカの輸出振興全体に対
してアドバイスする役割を担うことが、より効果的支援につながるものと考えられる。いみじく

も、新センターには研修事業のためのスペースに加え、展示スペースや情報サービスのための資

料センター及び企業相談・専門的指導のためのスペースなどが設けられることになっており、こ

れらは CEI-RDの主たる事業活動に直結するものであるから、CEI-RD本体の事業活動に対しても
アドバイスできるポジションにいることが必要と思われる。 

 
２．他ドナーの動向と関連する活動概要 

CEI-RD に対する主要協力ドナーとしては、日本及び米州開発銀行があげられる。また技術支

援ではないものの、台湾による CEI-RD に対する資金協力は規模も大きく特筆される11。なお、

CEI-RDを除く貿易投資関連機関への支援としては、輸出業者連盟（ADOEXPO）に対する米州開
発銀行の支援（第 3 章 7．ADOEXPO参照）などがある。 
以下に現在実施中の米州開発銀行による CEI-RD支援プロジェクトの概要を述べる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

３．ワークショップ調査結果 

（1）ワークショップの目的 
本ワークショップは本件プロジェクト内容の具体的な策定に先立ち、個々の CEI-RD 職員

がもっている認識・問題意識について協議する場を設け、そのうえで CEI-RD 職員自身が改
めて組織の方向性及びプロジェクトに期待するものを明確化させることを企図して実施した

ものである。 

                                                        
11 台湾からの資金援助（2006 年）は 3,210 万ペソで、同年 CEI-RD予算の約 16％を占めている（CEI-RD Memoria Annual 2006）。 

対外貿易強化プログラム（Programa de Fortalecimiento de Comercio Exterior） 
• 期 間： 2006～2008 年 

• プログラム目標： 貿易の拡大に向けた関係機関・関係者の能力・機能を強化する 
• プログラム C/P： 外務省、商工省（SEIC）、CEI-RD 
• 主要活動項目（CEI-RDに該当する部分のみ）： 

① 国家輸出促進計画の素案策定 
② CEI-RD内の情報普及システムに係る調査 
③ 輸出企業のニーズ調査 
④ 輸出促進に係る効果的な法的枠組みについての分析及び評価 

• プログラム予算： 550 万 USドル 
〔内訳：外務省（総予算の 33％）、SEIC（同 15％）、CEI-RD（同 17％）、その 

  他資機材等（同 35％）〕 
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（2）ワークショップの内容 
ワークショップは以下の内容・スケジュールで開催された。 

 

表４－２ ワークショップ内容 

午 前 SWOT分析12及び分析に係るディスカッション 実
施
内
容 

午 後 
技術協力プロジェクト要請案に基づくプロジェクト内容・組織体制に係るディスカ

ッション（アクションプランの検討） 

参加対象者 
CEI-RD職員 
＊CEI-RD内の各主要部署から部長クラス及び課員が出席。延べ約 25名出席。 

実施時期 
2007 年 9 月 6 日（木）全日及び 7 日（金）午後に主要者のみを対象としてフォロー

アップ協議実施 

 
（3）ワークショップの結果概要 

SWOT分析 
今般 SWOT 分析では、CEI-RD がドミニカの貿易投資を促進するミッションを果たすため

に、組織としていかなる長所（S）、弱点（W）、機会（O）、脅威（T）を有するかとの視点か
らディスカッションを行った。主な協議内容は以下のとおり。 

 

表４－３ SWOT分析結果 
長所（Strength） 機会（Opportunity） 
1. 才能、経験のある人材がいること 
2. 資金管理が上手であること 
3. 技術支援があること 
4. 輸出業者からの依頼があること 
5. 法規制への影響力があること 
6. 部間の協調的な仕事への取り組みがあること 
7. 研修プログラムがよいこと 
8. 企業からの信頼があること 
9. 更新された輸出統計をもっていること 

1. 新センターができること 
2. 人事評定法の見直しがされる予定であること 
3. 海外事務所の役割が見直される予定であること 
4. ドミニカならではの熱帯性作物があること 
5. 地理的条件がよいこと（アメリカ市場へ近い） 
6. 新たな協定があること（DR-CAFTAなど） 
7. 投資促進部の新しいウェブページができること 
8. ISO9001 を取得する予定であること 

弱点（Weakness） 脅威（Threat） 
1. 予算が少ないこと 
2. チームワーク/チーム間のコミュニケーションが脆

弱であること 
3. 企業に対するコンサルティング後のフォローアッ

プがないこと 
4. 輸出と投資促進分野で人材が不足していること 
5. 責任感が足りないこと 
6. インストラクターが足りないこと 
7. 自前のテキストがないこと 
8. 目標達成に対してインセンティブがないこと 
9. 輸出業者へのオリエンテーションが足りないこと 
10. 国際的なネットワークがないこと 
11. 展示技術の能力が不足していること 
12. 他機関との連携が不足していること 

1. 政権交代があること 
2. 国際的多国間競争が激化すること 
3. 確固な通商政策がないこと 
4. DR-CAFTA下で競争力がないこと 
5. 製品の品質が悪いこと 
6. 予算が減る可能性があること 
7. コストが高いこと 
8. 輸出業者の意識が低いこと 
9. 法律が必ずしも適用されないこと 
10. 原油高・対ドル為替レートの変動 

 

                                                        
12 SWOTは S: Strength、W: Weakness、O: Opportunity、T: Threatの略。 
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プロジェクト内容・体制に係るディスカッション（アクションプランへの検討） 
続くディスカッションでは、プロジェクト要請案（2006 年 8 月）で新センターの主要業務

と予定された「研修業務」「情報提供・技術支援業務」「展示・イベント業務」の具体的な活

動内容及び組織体制について協議を行った。調査団側からもこれら協議過程において適宜示

唆を行い、今後 CEI-RDとして更に検討を要する諸事項を明確化した。 
これらディスカッションの内容を受けて、CEI-RD は下表項目に即したアクションプラン

を策定することとしている（2007 年 10 月に作成完了予定）。検討項目は以下のとおり。なお

各検討項目に対応するワークショップ時のディスカッション内容については付属資料参照。 
 

表４－４ アクションプランへの検討事項 
研修事業 情報提供・技術支援業務 展示・イベント業務 

検
討
課
題 

• 研修事業における基本方針
の確認を行うこと 

 

• 情報提供・技術支援業務にお
ける基本方針を再検討する

こと 

 

• 展示・イベント機能における
活動方針・内容を再検討する

こと 

• 輸出促進と投資促進の両部
門が新センターの展示施設

をどのように活用するか検

討すること 

主
た
る
検
討
項
目 

① 研修事業実施体制の確立 

② 研修参加者ターゲットの明

確化 

③ 研修プログラムの作成 

④ テキストブックの作成・イ

ンストラクターの育成 

 

① ビジネスセンターのターゲ
ットの明確化 

② ビジネスセンターに不足し
ている情報の収集 

③ 顧客志向のサービスのあり
方の検討 

④ 技術支援業務のターゲット
の明確化 

⑤ 個別相談、企業支援スペー
スの活用方法 

① 展示・イベント業務のター
ゲットの明確化 

② 展示・イベント戦略の策定 
 

 
４．プロジェクトの妥当性に係る視点 

以下、プロジェクトのオリジナル要請内容を基礎として記載する。 
 
（1）ドミニカ政策との整合性 

ドミニカ政府は、同国経済の競争力強化を国家の重大目標のひとつとして掲げており13、

現レオネル・フェルナンデス大統領は「2020 年までにドミニカが世界経済において持続可能

な競争力を有した国家となる」ことを国家の長期ビジョンとして掲げている。 

本ビジョンに際して、これまで同国政府は国家競争力審議会を 2004 年に再構築したうえ

で、「国家競争力計画」の推進に向けた取り組みを強めてきた。同計画では、フリーゾーンに

おける競争戦略、中小企業の輸出戦略、競争力を支えるためのインフラ整備、企業者のメン

タリティ改革など、多岐にわたる視点から競争力の向上に向けた戦略方針が掲げられている

                                                        
13 同政権は社会的平等・公正と経済成長の両立を通じた民主国家の強化を開発戦略として掲げ、①民主主義的統治の強化、②
各種制度改革による民主主義の強化、③経済の安定と成長の回復、④経済の生産性と競争力の強化、⑤社会の公正・平等の
達成の 5 点を基本目標としている。 



－24－ 

が、そのなかでも「（輸出及び投資促進に寄与し得る）人材の育成」はひとつの重要課題とし

て明記されている。 
また一方、競争力強化のミッションを担う CEI-RDについては、その「CEI-RD 2005-2008

戦略計画」において、下記 8 項目を活動戦略目的として掲げている。 
 

注：カッコ内は聞き取りを基にした筆者の補足訳 
出所：Plan Estrategico 2005-2008 

 
上囲みからも明かなように、CEI-RD は輸出投資の促進を企業の文化・マインド面から、

又法律・規制・プロセスの側面等から多面的に支援するとともに、CEI-RD 内部の人材育成
及び企業人の育成も合わせて重要な活動課題として掲げていることが分かる。 
以上のとおり、輸出投資の促進を支える人材の育成は、国家レベルでの政策ニーズに即し

ているとともに、CEI-RD 自体の活動戦略目的にも合致したものとなっていることから、本
プロジェクトの方向性は同国政策と整合しており、妥当性は高いものと判断される。 

 
（2）国別事業実施計画との整合性 

日本の対ドミニカ援助重点分野は、①農林水産業、②保健、③教育、④環境、⑤貿易投資

促進、⑥観光開発の 6 つの分野から構成されている。 
上記「⑤貿易投資促進」に係る支援は、具体的に以下の 3 つのコンポーネントから支援プ

ログラムが構成されている。 
1）民間企業の貿易/投資活動を円滑化/サポートする協力 

2）活力ある民間セクターの育成に関する協力 

3）職業訓練機能の向上、国内技術者/労働者の育成に関する協力 
本プロジェクトは上記のうち、1）の協力を構成する主要な活動と位置づけられており、

日本の国別事業実施計画の観点からも整合しているものと判断される。 
 
（3）日本国技術の優位性 

日本は世界でも有数の貿易大国であり、貿易投資促進に係る様々な取り組みについて長年

にわたる経験を官民ともに有している。 
特に本プロジェクト対象である CEI-RD については、その機能、役割の充実・明確化、組

織強化の方策等々において、日本の貿易投資促進において中心的な役割を果たしてきた日本

貿易振興機構（JETRO）の経験・知見が、ひとつのモデルになるものと考えられる。 
また合わせて、日本国には国際協力機構を中心として、東南アジアやその他諸外国におい

て新センターに類する組織体への技術支援を数多く実施してきた経緯がある。これら支援で

① 競争力のある産品を有する輸出企業数の増大 

② （企業における）輸出文化・輸出マインドの醸成 

③ 輸出プロセスの簡素化 

④ ハイテク資本の投資増大 

⑤ 戦略計画達成のための人材確保（CEI-RD内部の人材育成、及び外部人材＝企業人の育成） 

⑥ 輸出投資に係るビジネス環境の改善（改善には透明性と効率性を有する法律整備を伴う） 

⑦ 実行と結果を計測する文化の醸成（計画－モニタリング－評価を実施するビジネス文化の醸成）



－25－ 

得られた教訓・知見も本プロジェクトにおいて有効に活用することが可能である。 
以上のことから、本プロジェクトは日本の有する教訓・知見を十分に活用することが可能

であり、技術面における優位性を兼ね備えているものと判断される。 
 
（4）案件内容の公益性・ODAとしての適格性 

本プロジェクトの目する CEI-RD 職員の人材育成及びそれに伴う組織力強化は、直接的に
は CEI-RD 本体が裨益者となるものであるが、間接的には CEI-RD からのサービスを享受す
る輸出企業、投資企業にも多大な便益が与えられることは自明である。CEI-RD の場合は、
その支援対象者に民間団体からの支援を受けづらい（団体に所属しない/できない）、中小・

零細企業も多く含まれていることから、本件の便益は広義での公益性を兼ね備えているもの

と判断できる。 
また中長期的に国家の競争力向上に資するとの視点からは、本プロジェクトは限定された

個々人に便益を与えるばかりでなく、地域社会、国家全体の便益にもつながるものであり、

公益性は非常に高く、ODAとしての適格性を十分に備えているものと判断される。 
 
（5）他ドナーとの重複・補完関係 

現在 CEI-RD に対する支援を行っている主要ドナーとしては、日本及び米州開発銀行があ
げられる。米州開発銀行のプロジェクトは「輸出分野の促進」が目標であるが、一部の活動

項目において「経営情報の普及」など、本プロジェクトが念頭においている活動と類似する

ものがみられる（第 4 章 2. 他ドナーの動向と関連する活動概要参照）。 
そのため、今後本件のプロジェクト成果、活動を計画する際には、両プロジェクト間で非

効率な重複関係を生じないように留意することが必要である。 
 

５．プロジェクトの効率性に係る視点 

（1）人的投入14 

本プロジェクトにおいては現在派遣されているシニアボランティアとの連携活動がプロ

ジェクトの効率性促進要因として期待される。現在シニアボランティアはコーディネーター

を含め、輸出促進部、投資促進部、市場情報部に計 5 名が配置されており、本プロジェクト

の活動・成果促進において直接的、間接的な役割を果たすものと考えられる。 
ただし、現時点においては新センターと既存部署間の機能移行/デマケーションに係る計

画が明確に定まっていないため、今後のシニアボランティアとの役割分担も不明瞭である。

追って提出される CEI-RD 側のアクションプランと並行して、本プロジェクトとシニアボラ
ンティアの効率的連携の具体策を定める必要がある。 
一方、ドミニカ側人的投入の視点からは、現時点までに C/P配置に係る予算申請は既にな

されているものの、具体的に配置される人員は未定である。 
ドミニカの抱える現状として、政権交代に伴う人事異動はほぼ必至と考えられることから、

部長レベルの人材離職も念頭に置いた人材配置、技術移転の方策を考慮することが肝要であ

る。 

                                                        
14 日本側の専門家投入については、CEI-RD側のアクションプラン（3. ワークショップ調査結果参照）の策定及び今後の各種
追加調査の過程を経て今後決定される。 
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（2）物的投入 
本プロジェクトは無償資金協力によって建設されるセンターを利用して実施される。その

ためプロジェクトが利用できる施設、資機材は質・量の両面において、現地事情/ニーズを十

分に考慮して計画されたものであることから、本プロジェクト活動の効率性においても大き

な促進効果が見込まれる。 
 

６．プロジェクトの有効性に係る視点 

一般にプロジェクトに係る 5 項目評価のうち、「有効性」については、「プロジェクト目標達成

の見通し」の観点、「プロジェクト目標及び成果との因果関係」「プロジェクト目標・成果に係る

指標」の側面から分析がなされる。 
本プロジェクトにおいては今後のCEI-RD作成のアクションプラン及び PDM策定の過程を経た

うえで、有効性にかかる考察を行うものとする。 
 

７．プロジェクトのインパクトに係る視点 

本プロジェクトでは下記の波及効果が期待できる。 
• ドミニカ全体での輸出投資額の増大 
  CEI-RDによる、より改善された研修・情報提供・技術支援サービスを享受することで、
輸出投資に係る企業、団体の活動が活発になり、結果同国の輸出投資額が増大することが

期待される。 
  また輸出額の増大については、「輸出企業純数の増加」と「既存輸出企業を中心とした輸

出量の増大（輸出企業数の増加は伴わない）」という「数」と「量」に起因する両面から

の増大が考えられる。 
• 国内の個々の企業における経営状態の改善 
  上記に関連して、個々の企業レベルにおいても輸出増を契機とした経営状態の好転・伸

長が期待される。 
• 人材育成機関間の連携促進 
  現在、CEI-RD と他の人材育成機関〔職業訓練技術庁（INFOTEP）等〕との間で、相互
の活動内容に若干の重複及びそれに伴う非効率性が指摘されている。本プロジェクトが企

図する CEI-RD の方針・役割の明確化の過程において、他機関との非効率な重複も解消さ
れ、有効な連携が促進されることが期待できる。 

 
８．プロジェクトの自立発展性に係る視点 

（1）政策面 

ドミニカをとりまく対外的な経済環境の変化～DR-CAFTA の発効やフリーゾーン特恵の
撤廃予定（2015 年）、欧州との経済パートナーシップ協定締結への進展など～は近年特に著

しい。これら変化に対応するべく、政府の掲げる「競争力強化」の基本方針は仮に政権が変

わっても維持される可能性は高いと考えられる。 
 
（2）財政面 

表 4－5 からも明かなように、CEI-RD の予算（収入）は 2003 年の創設以降、基本的に増
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加傾向を続けている。2006 年からは輸出手続き窓口統一システム業務が CEI-RD管轄から税
関に移行されたため、本業務からの直接収入はなくなったものの、当面はこれまでの収入と

ほぼ同額の 1,200 万ペソが補助金として充てられることとなっており、短期的には財務面で

のマイナス要因とはなっていない。 
 

表４－５ CEI-RD支出入（ペソ） 

収入 2003 2004 2005 2006 2007（-5 月） 

中央政府 93,434,938 89,670,738 101,429,729 78,703,580 32,221,025 

サービス・商品の販売（注 1） 22,697,966 53,262,180 61,994,159 45,905,085 225,500 

出版物 88,334 177,951 182,467 155,078 16,205 

各種支援・ｲﾍﾞﾝﾄ展示（注 2） 1,858,062 4,148,395 1,050,645 88,082,602 61,010,220 

その他 1,800,888 2,829,874 327,209 8,576,617 384,862 

計 119,880,188 150,089,138 164,984,209 221,422,962 93,857,812 

      

支出（注 3） 2003 2004 2005 2006 2007（-5 月） 

長官 28,291,225 34,258,877 49,465,199 76,757,489 35,833,296 

管理・財務部 26,514,625 30,621,932 37,997,513 54,481,157 22,068,109 

輸出促進部 8,983,548 10,884,261 21,513,274 39,445,164 17,507,894 

経済研究部 7,282,306 8,603,937 11,149,708 - - 

法律部 - - - 9,202,747 8,616,054 

規制・インセンティブ部 9,419,968 9,127,450 11,914,980 - - 

地方・外国事務所 8,494,831 12,369,595 13,817,983 - - 

システム・技術部 7,317,560 6,624,981 7,247,048 7,761,321 3,214,752 

投資促進部 4,995,037 5,336,094 15,765,466 32,160,103 13,265,261 

開発（投資関連）部 4,917,005 6,139,978 3,126,369 - - 

人事部 - - - 7,201,313 3,115,263 

対外関係部 906,214 2,177,524 1,594,068 - - 

計 107,122,319 126,144,629 173,591,608 227,009,294 103,620,629 

注 1 ：主たるは輸出手続き統一様式、原産地証明書式、フリーゾーン登録、国境通過書式の販売料金からなる。 
注 2 ：主たるはプロジェクト資金、ドナー支援等から構成される。例として 2006 年の CEI-RD アニュアルレポート

（CEI-RD Memoria Annual 2006）に記載されている収入内訳は以下のとおり（本表とは費目名が異なる点は注意。
単位：1,000ペソ）：中央政府：7 万 8,703（約 39％）、書式販売等の自己収入：4 万 6,485（23％）、税関補助金：
3 万（15％）、米州開発銀行ローン：7,400（4％）、PYMES プロジェクト補助金：5,000（3％）、台湾による寄付
金：3 万 2,100（16％）。 

注 3 ：本件資料では支出が部署ベースで算出されている（各部署における活動費、人件費等すべてを網羅）。組織構成の
変更などに伴い、年度によって一部の部署で表内が空欄となっている。 

出所 ：CEI-RD資料 

 
今後の CEI-RD に対する予算配分についての見通しは、現時点では明確ではないものの、

基本的には政策面からの支援と同様に財政面においても急減する可能性は少ないと考えられ

ている。 
なお、現在 CEI-RD においては自己収入を増加させる努力がいわれており、今後の研修事

業の有料化も視野には入れているが、現時点まで具体的な計画策定にまでは至っていない。 
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（3）組織面 
CEI-RD の組織面における自立発展性への考察は、自立発展性を構成する各側面のなかで

も最も注視すべき側面と考えられる。 
上述したように、ドミニカにおいては政権交代に伴う人事異動はほぼ必至であり、特に部

長から上位の人事はその異動対象の範疇となる場合が極めて多い。これらレベルの職員は実

務の方向性を指揮・管理する中心人物であるため、人事異動や離職が生じた場合には相応の

経験的・時間的な損失が生じることは明らかである。 
このような状況に対する明確な妙手は容易に無いが、本プロジェクトではこれら政権交

代・人事異動をいわば必至のものとして念頭に置き、そのうえで少しでも有効な手段、組織

構成を考慮することが求められる。 
なお、プロジェクト要請時に計画された組織図はこれまで既に改定がなされており（2007

年 7 月承認）、更に今般のアクションプラン策定等の過程を通して、改めて CEI-RD及び新セ
ンターの組織構成は考慮されることとなる（第 4 章 1.プロジェクトの計画について参照）。 

 
（4）技術面 

今後いかなる活動内容をプロジェクトが包含するかによって、技術面での自立発展性に係

る見通しは異なる。 
これまで CEI-RDでは「研修」業務においては一定の活動実績があるものの、「情報提供」

及び「展示・イベント」業務については、やや限定的な活動実績にとどまってきた。業務実

施体制についても 1、2 名程度の担当者のみで行われてきたため、必ずしも CEI-RD内部に業
務での経験が蓄積されている状況とはなっていない。そのため、本プロジェクトでは後者の

2 つの業務については専任の担当者を中心としたうえで体系的な技術移転を実施するなど、

技術移転に係る方法、マンパワー配置なども考慮する必要がある。 
また「研修」業務においても、仮にプロジェクト活動に「CEI-RD 独自のテキスト作成」

など未経験の新規活動を組み入れた場合には、自立発展性を担保できる技術力を有するまで

には一定の時間を要することを念頭に置く必要がある。 
 
（5）社会・環境・文化面 

標記側面からは本プロジェクトの自立発展性を阻害する要因は生じないと考えられる。 
 

９．ドミニカの思惑（Institute化について） 

（Institute化に係る先方の動向・経緯） 
2007 年 8 月第 2 週前後において、CEI-RD 側から新センターの帰属を CEI-RD から独立させる

考えがある旨、及びその独立に伴って新センターの名称をセンターから Institute に変更すること
も併せて考慮している旨の連絡が日本側にあった。この点について、日本側からは、これら変更

の可否について無償資金協力に係る国際約束、及び基本設計報告書において相互確認していた内

容について先方に再度説明を行った。結果、業務内容に関しては、CEI-RD 側より上記変更案を
撤回する旨の説明を受けた（付属資料「ミニッツ」参照）。ただし、依然として、名称変更につい

てはこだわりをもっている様子がうかがえるが、調査団としての対応は困難であり、外務省、日

本大使館の対応に拠ることとなる。 
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（Institute化の模索背景） 
ドミニカにおいては、政権交代を契機とした省庁内部の大幅な組織改編、人事異動が実質常態

化されている。これら一連の変化は、組織刷新による利点も一部で指摘されるものの、多くの場

合は政策の非連続性、人事交替による非効率性など負の側面のほうが際立っているのが現状であ

る。 
このような現状を勘案して、今般 CEI-RD としては新センターが極力政権交代の負の影響を被

らないように、センターの政治性をでき得る限り払拭する方策を考慮した結果、センター独立の

考えに至ったものと推察される。 
また Institute化の意味するものは、CEI-RD側の当初の説明によると、一般的な学士レベルの研

修ではなく、修士レベルを念頭に置いた研修実施を考慮していることから、その目的を対外的に

アピールしやすい Instituteとの呼称を考えたとのことであった。 
しかしながら、この点については 2007 年 9 月時点において、実は CEI-RDが研修対象や研修内

容を必ずしも明確に規定しきれていないことが明らかになったため、先方に対する必須検討事項

として早急の結論提示を逆に依頼する形となった。その結論を受けて改めて学士・修士レベルに

係る議論も整理されるものと考えられる。 
なお一方で、そもそも CEI-RD の果たすべき役割は研究開発の類ではないという事実から、研

修内容を学士・修士レベルといった切り口で規定することは難しい旨、調査団側から示唆したと

ころ、CEI-RD側も理解を示したといった経緯もあった旨、付記する。 
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第５章 結     論 
 

１．無償資金協力との関係 

今次調査団出発前に、ドミニカ貿易投資促進センター（CEI-RD）が新センターの組織的位置づ
け、業務内容に関し、無償資金協力の基本設計調査実施時点からの計画変更とセンター自体の名

称変更を要望しているとの情報が入った。無償資金協力実施中（建設中）に、先方がこのような

計画変更を要望することは極めて異例であるが、係る問題は、E/N に基づく国際約束との関係で
議論・解決されるべき問題であった。技術協力部分を担当・実施する JICA としては、無償の基
本設計調査の報告書を基にプロジェクトの計画について CEI-RD と議論を行う予定であったが、
同問題が出発直前に発覚したため、調査の対処方針としては「無償サイドの問題が解決する前に

技術協力プロジェクトの計画策定は困難。しかしながら、ドミニカの貿易・投資促進の現状等あ

らかじめ調査すべき事項は多いので、今回は同基礎的調査を実施しつつ、輸出・投資促進人材育

成機関としてめざすべき CEI-RD及び新センターの方向性について議論・検討を行う」こととし、
プロジェクト実施のための計画策定調査は別途実施を検討することとした経緯があった。 
ところが、今次調査初めの段階において、CEI-RD は前言を撤回し、組織、業務内容は同基本

設計のとおりで変更なしと調査団側に伝えてきた。調査団の現地到着前に日本側へ伝えてきたも

ろもろの計画は、あくまでも「アイデア」であり法的裏づけがあるものではないとの説明があっ

た。ただし、「名称」については変更したいという要望が依然としてある。CEI-RD 側としては、
原則、E/N で定められた名称「貿易投資促進人材育成センター」の名称はそのまま使用すること
としつつ、同時にいわゆるニックネームのようなものを付与したいとの提案をしてきたが、新セ

ンターの名称に関するいかなる事項も調査団としての協議事項ではなく、外交ルートに委ねられ

る事項であることを伝えた。 
 

２．技術協力プロジェクトの今後の組み方 

今次調査においては、既述のとおりドミニカ側の当初とは異なる思惑が明らかとなったことか

ら、調査のスコープを広めにとり本調査を基礎的調査の位置づけとした。しかしながら、今回調

査を進めるにしたがって明らかになったことは、CEI-RD 側の要望した新センターの 3 本柱の業
務（研修、技術支援・情報提供、展示・イベント）のうち、真にテコ入れしていかなくてはなら

ない分野についての CEI-RDの自己分析、ひいては、いずれの分野に特に光をあてて JICAの技術
協力を受けていくべきかの計画等、本来カウンターパート（C/P）機関として周到に準備されてい
るべき部分がほとんどできていないことであった。したがって、調査団は CEI-RD に対して、以
下の 2 点、①新センターの C/P 配置計画、②3 本柱おのおのについてのアクションプラン、につ
いて提出を求めることとし、同提出及び、無償資金協力実施上の問題点が解決されることを条件

として、次期調査団を派遣しプロジェクトの詳細計画を詰めていく予定とした。 
調査団側としては、もともとの要請の趣旨及び、ワークショップでの議論に照らし合わせ、JICA

の技術協力の優先分野について検討した結果、CEI-RD がまず取り組むべきこととして、新セン
ターに与えられた最も大きな使命である「研修/人材育成」を中心にプロジェクト活動を実施すべ

きと考える。そもそも、現在実施中である無償資金協力がドミニカの中小企業の輸出振興を通し

て同国の貧困削減に資することを目的として採択されたことを鑑みても、直接的に中小企業への

協力の裨益効果が確保される分野に光をあてることが肝要である。技術支援・情報提供、展示・
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イベントの業務については、新センターになって CEI-RD が本格的に担う業務となり、スキーム
的には中小企業の輸出振興及び外国企業の投資誘致に資するものであるが、CEI-RD にとってこ
れまで経験のある研修業務に比して、現段階では将来的な業務の展開、ビジョンが不透明であり、

又ほかの政府機関〔職業訓練技術庁（INFOTEP）等〕との業務のデマケーションについてもあま
り検討されてはいないことが明らかとなった。プロジェクトにおけるおのおのの業務に対しての

比重のかけ方については、次回の調査結果と国内リソースの関係に拠るところでもあるが、現時

点でのプロジェクト活動を想定した場合、研修業務のマネージメント及びそれにかかわる CEI-RD
の人材育成に係る活動が 50％程度を占めてよいのではないかと思われる。 

 
 

 



付 属 資 料 

 

１．ミニッツ（M/M） 
 

２．ドミニカ共和国貿易投資データ 
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（ 和 訳 ） 
ドミニカ共和国貿易投資促進人材育成センター強化プロジェクトへの技術協力
にかかる国際協力機構事前調査団とドミニカ共和国貿易投資促進センターとの

協議議事録（ミニッツ） 
 

 

 

国際協力機構（JICA）により組織された事前調査団が木下康光団長の下、2007年 9月 3

日から 2007年 9月 12日までドミニカ共和国を訪問し、貿易投資促進人材育成センター強

化プロジェクトに関して技術協力実施に必要な情報収集、およびプロジェクトの内容につ

いて検討を行うことを目的として調査を実施した。 

ドミニカ共和国訪問中、プロジェクトに関しての協議および意見交換をドミニカ共和国

側と行った。協議の結果、共通の理解に達した内容を付属書および Annexに示す。 

 

 

2007年 9月 11日、サントドミンゴ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

                                      
国際協力機構(JICA) 
事前調査団長 
木下康光 
 

  
 
 

 
 
                                 

CEI-RD 
長官 
Lic. Eddy Martinez Manzueta 
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付属書 
 

１． 調査実施の背景と目的 
（１）調査実施の背景 

ドミニカ共和国（以下「ド」国）では「国家競争力向上計画」のもと、
輸出文化（輸出マインド）と外国直接投資（外国企業誘致）の振興を通
じて競争力の向上と発展を目指している。係る状況下、貿易・投資分野
の人材育成を目的として、ド国輸出投資センター（以下「CEI-RD」）の
一部として日本の無償資金協力により、貿易投資促進人材育成センター
（以下「新センター」）を建設中である。本件事前調査は、新センターが
有する計画である機能、すなわち研修、技術支援・情報提供、展示・イ
ベントの業務の実施能力向上を目的として採択された技術協力プロジェ
クトに関して、協力実施に当たって必要な情報の収集およびプロジェク
トの内容について検討を行うことを目的として実施された。 
 

（２）調査の目的 
a) ド国の貿易・投資振興戦略の全体像について把握する。 
b) CEI-RD の組織体制、機能の現状を調査するとともに、組織の将来構想      
について確認する。 
c) 他の貿易・投資振興／人材育成機関の機能と現状を調査する。 
d) 技術協力プロジェクトの内容について検討を行う。 

 
２． 調査、協議結果 
（１）ド国の貿易振興の現状と課題についての調査団の考察 
a) ド国の 2006 年の輸出額は 64 億ドルで、このうちフリーゾーンからの加
工品輸出が 70％を占めている。過去 5 年間のフリーゾーンの輸出は 43
億ドルから 47 億ドルの間を推移する一方、それ以外の国内産業の輸出
は同 5 年間で 2.2 倍になったとはいえ 19 億ドルと低い水準に止まる。
他方、輸入額は 112 億ドルで、フリーゾーンの輸入は 24 億ドルでこの
5年間毎年わずかながらも減少を続けている。一方国内産業・市場向け
の輸入額は 87 億ドルで総輸入の 78％を占め、この 5年間で 40％増大し
た。フリーゾーンは国内に 58 箇所あり、約 600 の企業が 20 万人の雇用
を生み出しており、加工貿易（輸出）がド国経済にとって極めて重要で
あることは論を待たない。フリーゾーン制度が 2015 年まで延長された
こともあり、フリーゾーン地区への企業誘致をより積極的に進め、加工
貿易の更なる拡大を図ること、また、それ以外の国内産業による輸出を
如何に拡大していくかが中小企業振興策と相まって喫緊の課題である
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ことが窺える。 
b) ド国の輸出商品構成は、約 3割が衣類、IT 関連部品が 1割、精密機械・
電気電子部品等が約 15％で、これら 3 分野で 5 割強を占めておりこれ
らが加工品輸出の代表である。これ以外の国内産業の輸出は農産物、加
工食品など一次産品や低付加価値製品が多い。また、これら分野が中国
をはじめ多くの途上国からの競争に晒されていることは誰もが知ると
ころである。これらのことから、より付加価値を高め国際競争に耐える
製品の輸出をどのようにして拡大していくかが、ド国の最大の課題であ
ることが分かる。 

c) ド国も世界の大勢にならい積極的に地域統合や FTA の締結を進めてい    
る。DR-CAFTA（米国・中米・ド国自由貿易協定）や周辺国との FTA をフ
ルに活用し輸出の拡大を図ることが必要である。また、輸出拡大には国
際標準や品質規格、環境基準など国際的なルールの遵守がきわめて重要
になっており、国内産業界の意識改革が求められている。例えば、対米
輸出されたド国農産物が米国の残留農薬規制によって大量に返送され
た事実が指摘される。こうした失敗を繰り返さないよう、産業界と一体
になった輸出戦略の策定と着実な実行が求められている。 

d) これらの課題に取り組むために今最も求められているのは、「人材育成」
である。輸出振興がド国の国家命題の一つであるが、そのためには輸出
可能な国際競争力のある商品の開発・生産がまずなければならない。ド
国にとっては農産物であれ工業製品であれ、まず生産段階の生産性向上、
品質改善、そしてそのための経営者・従業員の意識改革が行われなくて
はならない。 

e) その上で、どの市場のどの顧客に商品を効率的に輸出するかというマー
ケティングが次の課題となる。そのためには市場情報や商品情報、各種
の規則・制度情報、競合相手の情報など、インテリジェンス機能の充実
と、それを活用し輸出促進活動を実践する人材の育成が重要な課題とな
っている。 

f) 現在ド国における貿易投資にかかる人材育成は CEI-RD を中心として展
開されている。職業訓練庁では、全国で広く職業訓練から経営者研修に
至るまでの様々な活動を展開している。また、サントドミンゴ商工会議
所（CCPSD）や輸出業者連盟（ADOEXPO）などの各種団体においても、輸
出企業を含む会員企業に対して研修活動や情報提供サービス等の活動
を活発に実施している。 

g) 新センターに期待される人材育成の主たる分野は、輸出文化（輸出マイ
ンド）の振興、インテリジェンス機能の充実と、それを活用し輸出促進
活動を実践する人材の育成の研修であろう。生産性向上、品質改善、そ
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してそのための経営者・従業員の意識改革等の研修については職業訓練
庁や農業省・商工省など関連省庁等との連携を行い、CEI-RD の人材リ
ソースを有効的かつ効率的に活用することが重要と思われる。 

h)  CEI-RD、および新センターが CEI-RD の一部門であること、新センター
が有する機能の構想は、我が国無償資金協力の基本設計調査報告書（以
下 B/D、2006 年 7 月）で報告されたとおり、変更のない旨を CEI-RD が
調査団に対して説明した。以下、２．－（２）で検討される技術協力プ
ロジェクトの内容については、これら変更がないことを必要条件とした
検討である。 

 
（２）技術協力プロジェクトについての検討 

a)  新センターの活動内容について検討するために、CEI-RDにおけるプロ
ジェクトチームと他管理職、JICAシニアボランティアおよび調査団の
参加を得て参加型ワークショップを実施し、活発な議論が行われた。
本ワークショップの目的は以下の 2点であった。 

A. CEI-RD の組織を SWOT（Strength, Weakness, Opportunity, 
Threat）手法により現状を分析し、理解する。（詳細は Annex1） 

B. CEI-RD の輸出・投資促進機関としての役割を理解した上で、
新センターに求められる事業内容、活動について検討を行う。 

b)  ワークショップで議論された点で特に重要な点は以下のとおりである。
（詳細は Annex 2） 

 
A. 研修業務 
－ 研修事業実施体制の確立 
－ 研修対象（ターゲット）の明確化 
－ 研修プログラムの作成 
－ テキストの作成 
－ インストラクターの育成 
B. 情報提供業務・技術支援業務 
－ ビジネスセンターのターゲットの明確化 
－ ビジネスセンターに不足している情報収集強化 
－ 顧客志向のサービスのあり方の検討 
－ 技術支援業務のターゲットの明確化 
－ 個別相談、企業支援スペースの活用 
C. 展示、イベント業務 
－ 展示、イベント業務のターゲットの明確化 
－ 展示、イベント戦略の作成 
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これらの点については、CEI-RD内でさらなる検討を行い、アクションプ
ランを作成し、結果を JICAドミニカ共和国事務所へ 2007年 10月 19日
までに提出することで合意した。また、同プランの中で、JICAによる技
術協力プロジェクトにおいて CEI-RD が取組みたい活動について優先順
位を付すこととした。このプロセスは JICA、CEI-RD 双方にとって重要
なプロセスであり、アクションプランの作成は大きな意義を持つ。
CEI-RDにとって重要なことは、CEI-RD職員がセンターの役割について
自ら考え、プランを策定する機会を持つこと、JICAにとっては技術協力
のための限られた予算の中で具体的かつ効果的な投入内容が検討できる
重要な資料となることである。 

 
３． 今後のプロセス 
（１）プロジェクト実施のための条件 

a) 新センターと CEI-RDの関係 
調査団はド国側に対して、新センターが、B/D で計画されたとおり、
CEI-RD の一部門であること、新センターが有する機能についても将来
的に変更のないことが本プロジェクト開始のための必要条件であるこ
とを申し伝えた。 

b) カウンターパートの配置 
JICA の実施する技術協力は、専門家がカウンターパートに対して技術
移転を行うものであることから、本プロジェクトにおいては新センター
長が任命されることが協力開始の必要条件であることを調査団から申
し入れた。ド国側はこれに対して、早急に検討し 9月中に JICAドミニ
カ共和国事務所へ回答することとした。 

c) 予算の確保 
新センターの運営予算については、新センターの運営経費をカバーする
ための予算要求を経済企画開発省に対して 9月末日までに行う予定であ
る旨説明があったが、調査団からド国側に対して同要求資料の提出を求
めた。これに対して、ド国側は、アクションプラン提出日と同様に 2007
年 10月 19日までに提出する旨、回答をした。ド国の予算年度は 1月か
ら 12月である。2008年 3月に竣工を予定している新センターが運営を
開始するため、また技術協力を効果的に開始するためには、同予算の確
保が必須条件であることを申し伝えた。 

d) アクションプランの作成 
２．－（２）－ b)で記載された研修業務、情報提供業務・技術支援業
務、展示・イベント業務のアクションプランを CEI-RD が 2007 年 10



 
－53－ 

月 19日までに JICAドミニカ共和国事務所へ提出することとした。 
 
（２）第 2次事前調査団の派遣 

以上、３．－（１）“プロジェクト実施のための条件”に記載した条件が
充たされたことを確認した後に、技術協力プロジェクトの詳細計画を検
討する調査団を派遣する考えである旨、調査団から CEI-RDに伝えた。 

 
以上 

 
Annex 1  CEI-RD に関する SWOT 分析（SWOT: Strength, Weakness, 

Opportunity, Threat） 
Annex 2 CEI-RDアクションプラン策定のための検討事項 
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CEI－RDアクションプラン策定のための検討事項 
調査団は本件技術協力プロジェクトの活動内容策定にあたり、CEI-RD側に対して、より
具体的なアクションプランの策定を求めた。アクションプランにおいては、特に新センタ

ーの主要業務と目される「研修業務」、「情報提供・技術支援業務」、「展示・イベント業務」

を包括するものとする。なお検討に当たっては、先般 2007 年 9 月 6 日に CEI-RD にて実
施されたワークショップ内容を十分に反映したうえで、アクションプランの策定を行なう

こととする旨、調査団および CEI-RD双方が確認した。 
 
１．研修事業 

• 研修事業における基本方針の確認を行なうこと 
① 研修事業実施体制の確立 
② 研修参加者ターゲットの明確化 
③ 研修プログラムの作成 
④ テキストブックの作成・インストラクターの育成 

 
 
検討事項 ワークショップにおける議論 

研修事業実施体制の確立 • 研修事業担当セクションの確認が必要。既存

の輸出促進部研修課から移設されるのか、も

しくは既存の研修課も残存するのか確認要

（調査団としては、既存研修課から全て移設

されることが望ましいと考える）。 

研修受講者ターゲットの明確化 • CEI-RD としての研修対象者を明確にする

必要がある。 

• 対象としては、大きく既輸出業者、輸出を志

向している業者に分類される。 

• CEI-RDのミッションとして、輸出量（タテ

軸）と輸出業者数（ヨコ軸）の両方を増やし

ていく努力が求められる。 

研修プログラムの作成 • （上記研修対象者の明確化を受けて）必要な

研修プログラムを検討する。 

• その際、生産性向上、管理者研修などは

CEI-RDの行なう研修内容なのか。他機関の

管轄ではないか再度検討要。 

テキストブックの作成・インストラクターの育成 • CEI-RD 独自のテキストを作成することは

良いアイデア。ただしテキスト作成は一定の

作成能力が求められることを認識しておく
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こと。 

• 既存のテキストの活用、ドミニカ共和国の実

態に即したテキストの作成、特定産業セクタ

ー/特定市場向けのテキストなど、テキスト

作成のための計画を策定する必要がある。 

• 既存インストラクターの人数・専門性など現

状を確認。同時にインストラクター養成計画

の検討が必要。 

 
２．情報提供・技術支援業務 

• 情報提供・技術支援業務における基本方針を再検討すること 
① ビジネスセンターのターゲットの明確化 
② ビジネスセンターに不足している情報の収集 
③ 顧客志向のサービスのあり方の検討 
④ 技術支援業務のターゲットの明確化 
⑤ 個別相談、企業支援スペースの活用方法 
 

検討事項 ワークショップにおける議論 

ビジネスセンターのターゲットの明確化 

 

• 研修受講者対象における議論と同様。 

ビジネスセンターに不足している情報の収集 • 如何なる資料・情報を揃えるべきか検討（既

存のセンターが有する資料、新たに揃えるべ

き資料、情報などをリストアップする）。 

• 学生向けを主眼に置くのではなく、輸出投資

促進のミッションを念頭に置いた資料・情報

を考慮すべき。 

顧客志向のサービスのあり方の検討 • 顧客志向のサービスを提供する体制、仕組

み、人の流れなど具体的にイメージする必要

有。その際、CEI-RD部署間との連携がどう

なるか確認。 

• 図書館司書のような専門職の配置を検討。 

• 他国の例としては、ニーズの高い産業セクタ

ーについては専門性を有した人材を資料セ

ンターに配置している例もあり。 

• 輸出促進部や投資促進部の有する情報を如

何に管理するか。ビジネスセンターに情報を

一元化すべきではないか。 
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技術支援業務のターゲットの明確化 • 研修受講者対象における議論と同様。 

• （上記対象者を明確にしたうえで）如何なる

技術支援を行なうべきか、および CEI-RDの

人的リソースを勘案したうえで、行いうる技

術支援を検討する必要有。 

• 生産性向上などの分野は重要ではあるもの

の、CEI-RD の果たすべき役割ではないは

ず。INFOTEPや農業省などとの連携も十分

に考慮したうえで CEI-RDの技術支援対象、

支援内容を考慮すべき。 

• 重要産業セクターや重要市場については、輸

出促進戦略を策定すべきである。 

個別相談、企業支援スペースの活用方法 • インキュベーションの対象者を如何に考え

るか。外国企業が利用者となるか、ドミニカ

国企業であるかを考えるべき（日本のインキ

ュベーション支援の場合は、日本での事業展

開を試みる外国企業を対象としている。その

ため新センターにおいて自国企業のインキ

ュベーション支援を考慮する場合は、相応す

るプログラムを考える必要あり）。 

• 輸出および投資を促進するための情報、展示

会・展示会参加方法等の情報提供サービスな

どのコンサルティング活動からスタートす

ることも一案である。 

• 上記顧客志向のサービスのあり方検討も参

照。 

 
３．展示・イベント業務 

• イベント・展示機能における活動方針・内容を再検討すること 
• 輸出促進と投資促進の両部門が新センターの展示施設をどのように活用するか検討

すること。 
① 展示・イベント業務のターゲットの明確化 
② 展示・イベント戦略の策定 



 

 
－59－ 

 
検討事項 ワークショップにおける議論 

展示・イベント業務のターゲットの明確化 

 

• 展示・イベントの対象者の明確化について

は、上記研修、技術支援等の議論と同様。 

 

展示・イベント戦略の策定 • コスト面における効率性の高いイベント・展

示の実施を検討してゆくこと。 

 
以上 

 









ドミニカ共和国向け輸出の財別一覧表

輸出国 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2006 2006

総額 7,540       7,150       7,323       6,820       7,470       8,673       9,787       100.0     12.9       

　機械機器 2,494        2,226        2,253        1,512        1,798        2,517        2,898        29.6       15.2       

　　 一般機械 803          793          719          430          486          654          744          7.6         13.9       

　　 鉱山・建設機械 50            48            72            21            24            41            65            0.7         58.6       

　　 工作機械 1              6              2              2              1              2              3              0.0         87.1       

　　　  ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ及び周辺機器類－合計 83            141          97            58            71            105          114          1.2         8.8         

　　　　   ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ及び周辺機器 53            100          62            34            53            79            77            0.8         -3.3       

　　　   　ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ部品 30            41            35            24            18            25            37            0.4         47.1       

　　  　事務用機器類 5              6              4              4              2              2              4              0.0         44.5       

　　 電気機器 758          647          602          530          733          772          1,045        10.7       35.4       

　　  　通信機器 190          198          132          100          96            110          129          1.3         17.3       

　　  　音響機器 2              2              4              9              11            10            5              0.1         -45.1      

　　    映像機器類 17            16            16            14            10            19            23            0.2         16.4       

　　  　半導体等電子部品類 12            15            19            30            43            58            84            0.9         46.1       

　　　　 　電子管・半導体等 7              7              12            21            15            15            28            0.3         85.6       

　　 　　　集積回路 5              8              8              8              28            42            56            0.6         32.1       

　  　　その他の電気・電子部品 135          149          132          161          338          335          469          4.8         39.8       

　　 　　　フラットパネルディスプレイ 15            6              8              8              41            15            13            0.1         -15.1      

 　　輸送機器 718          595          730          332          380          853          843          8.6         -1.2       

　　　  自動車 512          389          524          206          277          676          634          6.5         -6.3       

　　　　   乗用車 331          247          276          119          217          530          457          4.7         -13.8      

　　　　   二輪自動車 60            40            52            15            13            38            51            0.5         32.6       

　　　  自動車部品 51            52            54            45            44            48            61            0.6         25.3       

　　　　   自動車用エンジン 2              2              2              1              3              2              7              0.1         204.3      

　　精密機器 216          190          202          220          199          238          266          2.7         11.6       

　　　 計測器・計器類 32            35            29            28            29            38            43            0.4         12.1       

　食料品 794          786          832          718          743          906          1,039        10.6       14.6       

　　 魚介類 36            63            55            39            45            68            72            0.7         6.4         

　　 まぐろ 0              0              0              -              0              0              0              0.0         1,006.7   

　　 穀物 165          154          164          165          187          190          240          2.5         26.3       

　　 加工食品 417          410          437          380          361          418          503          5.1         20.4       

　　 エタノール（エチレン・アルコール） 0              0              1              3              0              4              2              0.0         -54.8      

　油脂・その他の動植物生産品 78            81            92            90            134          105          122          1.2         15.6       

 　　動植物性油脂 68            70            84            83            116          96            111          1.1         14.9       

　化学品 631          721          799          722          793          881          1,022        10.4       16.0       

　 　化学工業品 327          373          383          332          373          404          485          5.0         19.9       

　      核燃料（放射性物質を含む） 0              0              0              0              0              0              0              0.0         15.6       

　  　　医薬品及び医薬用品 75            72            74            59            69            71            86            0.9         20.3       

　 　プラスチックス・ゴム 303          348          416          390          420          476          537          5.5         12.7       

　  　　プラスチックスの一次製品 101          118          153          124          157          182          201          2.1         10.7       

　  　　自動車用タイヤ（新品） 30            31            31            23            28            34            40            0.4         17.8       

　その他原料及びその製品 3,161        2,915        3,006        3,428        3,668        3,861        4,246        43.4       10.0       

 　　鉄鉱石 0              1              0              0              0              -              -              - -

 　　鉱物性燃料等 454          336          315          846          913          1,174        1,408        14.4       20.0       

　　　  鉱物性燃料 452          335          313          842          910          1,172        1,402        14.3       19.6       

　　　　 　石炭類 3              10            13            20            29            24            46            0.5         89.7       

　　　　 　液化天然ガス -              0              0              -              -              -              -              - -

　　　　 　石油及び同製品 436          318          296          796          864          1,135        1,330        13.6       17.2       

　　　　 　原油 298          204          165          305          350          484          490          5.0         1.3         

　　 卑金属及び同製品 335          306          376          352          468          489          622          6.4         27.1       

　　　　鉄鋼 213          206          264          240          341          341          453          4.6         33.1       

　　　　 　鉄鋼の一次製品 110          78            144          97            213          244          308          3.1         26.1       

　　　 　　鉄鋼製品 103          128          120          143          128          97            146          1.5         50.7       

　   繊維及び同製品 1,724        1,544        1,542        1,471        1,485        1,277        1,187        12.1       -7.1       

　　    合成繊維及び同織物 108          139          166          180          167          148          169          1.7         14.5       

　    　衣類 1,208        870          719          631          560          492          386          3.9         -21.6      

　    　 　衣類－ニットのもの 525          449          406          382          394          370          284          2.9         -23.1      

　　   　  衣類－ニット以外のもの 684          421          313          249          166          122          101          1.0         -17.1      

　雑製品 235          250          208          198          172          204          197          2.0         -3.4       

〔参考〕

ＩＴ関連機器－合計 477          562          434          405          600          678          871          8.9         28.4       

   ＩＴ関連機器－部品 178          205          187          214          400          418          590          6.0         41.1       

   ＩＴ関連機器－最終財 299          357          247          191          200          260          281          2.9         8.0         

〔注〕　主要51カ国の輸出額を合計したもの。

〔原資料〕各国貿易統計（価額評価は輸出国の輸出統計の作成方法に従う）

〔出所〕　国際貿易投資研究所「財別国際貿易マトリックス」データベースより作成

価額（100万米ドル) シェア（％） 伸率（％）



表：ドミニカ共和国からの輸入財別一覧表

輸出国 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2006 2006

総額 4,820       4,610       4,709       5,085       5,427       5,571       5,889       100.0     5.7        

　機械機器 812          753          806          979          1,014        1,313        1,349        22.9       2.8         

　　 一般機械 6              9              24            24            53            243          171          2.9         -29.5      

　　 鉱山・建設機械 0              0              0              0              2              0              0              0.0         101.6      

　　 工作機械 -              0              0              0              0              0              0              0.0         -98.1      

　　　  ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ及び周辺機器類－合計 0              1              1              1              27            222          129          2.2         -41.6      

　　　　   ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ及び周辺機器 0              0              0              1              1              2              1              0.0         -60.4      

　　　   　ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ部品 0              0              0              1              26            219          128          2.2         -41.4      

　　  　事務用機器類 0              0              0              0              0              0              0              0.0         -52.5      

　　 電気機器 418          337          361          450          476          546          616          10.5       12.8       

　　  　通信機器 0              1              2              22            56            64            61            1.0         -5.1       

　　  　音響機器 0              0              0              0              0              0              0              0.0         -92.0      

　　    映像機器類 0              0              0              0              0              0              0              0.0         99.2       

　　  　半導体等電子部品類 9              7              7              6              7              9              16            0.3         72.5       

　　　　 　電子管・半導体等 9              7              6              5              6              7              8              0.1         6.1         

　　 　　　集積回路 0              1              1              0              1              2              8              0.1         354.1      

　  　　その他の電気・電子部品 316          246          249          311          296          351          392          6.7         11.5       

　　 　　　フラットパネルディスプレイ 0              0              0              1              2              2              6              0.1         158.9      

 　　輸送機器 3              7              5              7              12            11            15            0.2         37.4       

　　　  自動車 0              0              0              0              1              0              1              0.0         520.4      

　　　　   乗用車 0              0              0              0              0              0              0              0.0         16.3       

　　　　   二輪自動車 0              0              0              0              0              0              0              0.0         623.8      

　　　  自動車部品 2              4              4              5              10            10            8              0.1         -17.8      

　　　　   自動車用エンジン -              0              -              0              0              0              0              0.0         -71.0      

　　精密機器 386          400          417          498          473          513          547          9.3         6.6         

　　　 計測器・計器類 22            23            15            4              6              12            19            0.3         60.3       

　食料品 534          566          625          672          739          730          886          15.0       21.4       

　　 魚介類 1              1              2              3              2              4              6              0.1         28.7       

　　 まぐろ -              -              0              -              0              0              0              0.0         206.4      

　　 穀物 0              0              0              5              0              0              0              0.0         -99.9      

　　 加工食品 420          443          481          511          587          541          651          11.1       20.3       

　　 エタノール（エチレン・アルコール） -              -              -              -              -              0              -              - -

　油脂・その他の動植物生産品 6              8              9              7              6              5              7              0.1         48.9       

 　　動植物性油脂 0              0              1              0              0              2              3              0.1         115.0      

　化学品 73            105          138          180          183          224          304          5.2         35.7       

　 　化学工業品 27            40            50            45            46            48            68            1.2         43.0       

　      核燃料（放射性物質を含む） - -

　  　　医薬品及び医薬用品 2              5              6              10            12            22            33            0.6         50.9       

　 　プラスチックス・ゴム 46            64            88            134          138          176          235          4.0         33.7       

　  　　プラスチックスの一次製品 2              2              2              3              4              8              7              0.1         -8.7       

　  　　自動車用タイヤ（新品） -              0              -              0              0              -              0              0.0         -

　その他原料及びその製品 2,992        2,772        2,778        2,873        3,128        2,961        3,009        51.1       1.6         

 　　鉄鉱石 -              -              0              0              -              -              0              0.0         -

 　　鉱物性燃料等 1              2              0              1              2              0              0              0.0         207.9      

　　　  鉱物性燃料 0              2              0              1              2              0              0              0.0         207.9      

　　　　 　石炭類 -              0              0              0              -              -              -              - -

　　　　 　液化天然ガス - -

　　　　 　石油及び同製品 0              2              0              1              2              0              0              0.0         207.9      

　　　　 　原油 - -

　　 卑金属及び同製品 262          183          196          293          540          458          731          12.4       59.6       

　　　　鉄鋼 234          153          163          254          486          404          663          11.3       64.0       

　　　　 　鉄鋼の一次製品 216          140          147          239          473          386          631          10.7       63.6       

　　　 　　鉄鋼製品 18            13            15            15            12            18            31            0.5         71.6       

　   繊維及び同製品 2,475        2,321        2,283        2,232        2,160        1,987        1,685        28.6       -15.2      

　　    合成繊維及び同織物 1              1              0              0              1              1              1              0.0         -42.2      

　    　衣類 2,431        2,261        2,208        2,148        2,071        1,870        1,575        26.7       -15.8      

　    　 　衣類－ニットのもの 868          785          823          885          899          889          752          12.8       -15.4      

　　   　  衣類－ニット以外のもの 1,564        1,477        1,385        1,262        1,172        980          823          14.0       -16.0      

　雑製品 287          292          228          223          218          214          199          3.4         -6.7       

〔参考〕

ＩＴ関連機器－合計 347          278          273          344          392          658          617          10.5       -6.3       

   ＩＴ関連機器－部品 325          254          256          318          329          580          536          9.1         -7.5       

   ＩＴ関連機器－最終財 22            24            18            26            63            79            81            1.4         3.2         

〔注〕　主要51カ国の輸入額を合計したもの。

〔原資料〕各国貿易統計（価額評価は輸入国の輸入統計の作成方法に従う）

〔出所〕　国際貿易投資研究所「財別国際貿易マトリックス」データベースより作成

価額（100万米ドル) シェア（％） 伸率（％）



Trade of the Dominican Republic  (Top20)

●Exports
Share %

Rank Country 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2006

 World 5,736.7     5,332.8     4,509.2     4,877.4     5,265.6     5,475.0     5,938.6     100.0        

1  U.S.A. 5,006.7     4,611.2     3,882.8     4,143.5     4,216.2     4,292.2     4,226.6     71.2          

2  U.K. 41.3         38.9         72.5         72.5         70.4         87.3         188.4        3.2            

3  Belgium 99.9         89.3         42.0         44.3         76.3         96.7         140.7        2.4            

4  Bermuda 0.0           0.1           0.1           0.1           0.1           38.2         128.3        2.2            

5  Mexico 9.5           6.4           17.8         16.5         37.9         102.1        126.1        2.1            

6  Netherlands 63.2         94.6         59.8         62.1         90.8         129.3        121.3        2.0            

7  Finland 2.3           2.1           10.6         29.2         72.4         67.6         119.3        2.0            

8  Canada 40.9         29.6         75.0         81.4         98.4         98.9         100.3        1.7            

9  China 6.4           4.0           1.6           3.2           13.7         26.5         85.9         1.4            

10  Korea 27.7         42.6         19.8         65.3         110.8        62.3         77.0         1.3            

11  Spain 26.2         40.7         27.4         36.1         87.8         53.2         73.6         1.2            

12  Germany 37.2         41.7         50.9         49.6         53.9         49.6         57.4         1.0            

13  Italy 27.2         28.1         28.5         25.5         32.7         34.0         53.2         0.9            

14  Japan 11.7         26.4         32.1         40.4         54.5         43.4         46.7         0.8            

15  Cuba 15.7         11.4         12.4         15.7         20.6         23.5         29.0         0.5            

16  Jamaica 11.5         9.1           11.0         16.2         14.5         21.1         26.1         0.4            

17  France 39.2         61.9         39.7         30.2         35.4         23.4         24.6         0.4            

18  Guatemala 2.8           2.7           14.7         15.8         10.3         18.0         22.3         0.4            

19  Singapore 1.0           0.9           1.6           0.9           2.0           11.3         18.9         0.3            

20  Hong Kong 5.0           1.5           1.7           4.0           6.2           9.3           16.2         0.3            

●Imports
Share %

Rank Country 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2006

 World 10,426.4    9,662.6     9,161.8     8,007.9     9,186.0     10,831.0    12,684.7    100.0        

1  U.S.A. 6,307.2     5,658.4     4,687.7     4,635.0     4,777.1     5,179.2     5,882.7     46.4          

2  Venezuela 1,079.4     820.8        833.4        206.5        577.9        841.6        1,058.0     8.3            

3  Colombia 85.4         94.6         186.6        377.1        480.6        641.6        793.0        6.3            

4  Mexico 492.8        431.2        468.5        403.6        473.0        597.0        737.8        5.8            

5  Brazil 105.9        127.6        230.1        249.1        294.5        365.1        451.2        3.6            

6  China 84.5         99.2         116.1        163.3        248.2        290.4        441.8        3.5            

7  Spain 278.2        258.9        360.3        280.8        272.6        244.7        309.9        2.4            

8  Japan 308.9        383.4        338.8        129.6        167.0        346.3        287.3        2.3            

9  Trinidad And Tobago 48.4         51.4         86.1         109.0        143.2        163.6        202.2        1.6            

10  Germany 167.2        184.8        168.8        108.6        130.7        150.0        196.9        1.6            

11  Italy 91.4         98.8         149.7        116.4        178.3        165.7        179.6        1.4            

12  Canada 47.1         57.2         87.5         65.6         82.3         130.5        168.7        1.3            

13  Argentina 25.8         44.5         76.7         76.6         118.9        135.1        167.0        1.3            

14  Korea 164.6        134.0        203.5        89.7         81.3         132.5        163.7        1.3            

15  Costa Rica 45.4         96.7         39.1         74.7         80.0         111.1        137.3        1.1            

16  U.K. 30.9         33.3         84.9         73.0         61.9         103.5        104.8        0.8            

17  France 70.9         64.8         78.3         64.9         68.9         97.6         95.2         0.8            

18  Netherlands 58.6         68.0         64.3         64.5         58.6         75.6         86.9         0.7            

19  Cuba 11.9         32.9         35.7         45.2         59.3         67.8         83.8         0.7            

20  Russia 20.3         27.0         14.9         5.0           29.8         28.2         70.3         0.6            

（Source）　IMF; Direction of Trade Statistics（DOT） (2007.7）

Value (Millions of US dollars)

Value (Millions of US dollars)



Dominican Republic (Export to)  (Top10)

●Value

Rank Country 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006

 World 5,736.7        5,332.8        4,509.2        4,877.4        5,265.6        5,475.0        5,938.6        

1  U.S.A. 5,006.7        4,611.2        3,882.8        4,143.5        4,216.2        4,292.2        4,226.6        

2  U.K. 41.3            38.9            72.5            72.5            70.4            87.3            188.4          

3  Belgium 99.9            89.3            42.0            44.3            76.3            96.7            140.7          

4  Bermuda 0.0             0.1             0.1             0.1             0.1             38.2            128.3          

5  Mexico 9.5             6.4             17.8            16.5            37.9            102.1          126.1          

6  Netherlands 63.2            94.6            59.8            62.1            90.8            129.3          121.3          

7  Finland 2.3             2.1             10.6            29.2            72.4            67.6            119.3          

8  Canada 40.9            29.6            75.0            81.4            98.4            98.9            100.3          

9  China 6.4             4.0             1.6             3.2             13.7            26.5            85.9            

10  Korea 27.7            42.6            19.8            65.3            110.8          62.3            77.0            

●Market Share

Rank Country 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006

 World 100.0          100.0          100.0          100.0          100.0          100.0          100.0          

1  U.S.A. 87.3            86.5            86.1            85.0            80.1            78.4            71.2            

2  U.K. 0.7             0.7             1.6             1.5             1.3             1.6             3.2             

3  Belgium 1.7             1.7             0.9             0.9             1.4             1.8             2.4             

4  Bermuda 0.0             0.0             0.0             0.0             0.0             0.7             2.2             

5  Mexico 0.2             0.1             0.4             0.3             0.7             1.9             2.1             

6  Netherlands 1.1             1.8             1.3             1.3             1.7             2.4             2.0             

7  Finland 0.0             0.0             0.2             0.6             1.4             1.2             2.0             

8  Canada 0.7             0.6             1.7             1.7             1.9             1.8             1.7             

9  China 0.1             0.1             0.0             0.1             0.3             0.5             1.4             

10  Korea 0.5             0.8             0.4             1.3             2.1             1.1             1.3             

●Growth Rate

Rank Country 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006

 World - -7.0            -15.4          8.2             8.0             4.0             8.5             

1  U.S.A. - -7.9            -15.8          6.7             1.8             1.8             -1.5            

2  U.K. - -5.7            86.4            0.0             -2.9            24.0            115.8          

3  Belgium - -10.6          -53.0          5.5             72.2            26.7            45.5            

4  Bermuda - 226.1          8.5             26.6            31.3            39,738.0      236.1          

5  Mexico - -32.3          176.6          -7.4            129.3          169.6          23.6            

6  Netherlands - 49.8            -36.8          3.9             46.1            42.4            -6.2            

7  Finland - -8.3            400.4          174.5          147.9          -6.5            76.4            

8  Canada - -27.5          153.2          8.6             20.8            0.6             1.4             

9  China - -37.6          -59.0          93.7            327.7          93.6            224.5          

10  Korea - 53.7            -53.4          229.4          69.6            -43.7          23.6            

（Source）　IMF; Direction of Trade Statistics（DOT） (2007.7）

Value (Millions of US dollars)

Market Share %

Growth Rate %



Dominican Republic (Import from)  (Top10)

●Value

Rank Country 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006

 World 10,426.4      9,662.6        9,161.8        8,007.9        9,186.0        10,831.0      12,684.7      

1  U.S.A. 6,307.2        5,658.4        4,687.7        4,635.0        4,777.1        5,179.2        5,882.7        

2  Venezuela 1,079.4        820.8          833.4          206.5          577.9          841.6          1,058.0        

3  Colombia 85.4            94.6            186.6          377.1          480.6          641.6          793.0          

4  Mexico 492.8          431.2          468.5          403.6          473.0          597.0          737.8          

5  Brazil 105.9          127.6          230.1          249.1          294.5          365.1          451.2          

6  China 84.5            99.2            116.1          163.3          248.2          290.4          441.8          

7  Spain 278.2          258.9          360.3          280.8          272.6          244.7          309.9          

8  Japan 308.9          383.4          338.8          129.6          167.0          346.3          287.3          

9  Trinidad And Tobago 48.4            51.4            86.1            109.0          143.2          163.6          202.2          

10  Germany 167.2          184.8          168.8          108.6          130.7          150.0          196.9          

●Market Share

Rank Country 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006

 World 100.0          100.0          100.0          100.0          100.0          100.0          100.0          

1  U.S.A. 60.5            58.6            51.2            57.9            52.0            47.8            46.4            

2  Venezuela 10.4            8.5             9.1             2.6             6.3             7.8             8.3             

3  Colombia 0.8             1.0             2.0             4.7             5.2             5.9             6.3             

4  Mexico 4.7             4.5             5.1             5.0             5.1             5.5             5.8             

5  Brazil 1.0             1.3             2.5             3.1             3.2             3.4             3.6             

6  China 0.8             1.0             1.3             2.0             2.7             2.7             3.5             

7  Spain 2.7             2.7             3.9             3.5             3.0             2.3             2.4             

8  Japan 3.0             4.0             3.7             1.6             1.8             3.2             2.3             

9  Trinidad And Tobago 0.5             0.5             0.9             1.4             1.6             1.5             1.6             

10  Germany 1.6             1.9             1.8             1.4             1.4             1.4             1.6             

●Growth Rate

Rank Country 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006

 World - -7.3            -5.2            -12.6          14.7            17.9            17.1            

1  U.S.A. - -10.3          -17.2          -1.1            3.1             8.4             13.6            

2  Venezuela - -24.0          1.5             -75.2          179.8          45.6            25.7            

3  Colombia - 10.9            97.2            102.1          27.4            33.5            23.6            

4  Mexico - -12.5          8.6             -13.9          17.2            26.2            23.6            

5  Brazil - 20.5            80.3            8.2             18.2            24.0            23.6            

6  China - 17.4            17.0            40.7            52.0            17.0            52.1            

7  Spain - -6.9            39.2            -22.1          -2.9            -10.2          26.7            

8  Japan - 24.1            -11.6          -61.8          28.9            107.3          -17.0          

9  Trinidad And Tobago - 6.2             67.4            26.6            31.3            14.3            23.6            

10  Germany - 10.5            -8.6            -35.7          20.3            14.8            31.3            

（Source）　IMF; Direction of Trade Statistics（DOT） (2007.7）

Value (Millions of US dollars)

Market Share %

Growth Rate %
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